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今月号の概要
1 .科学技術トピックス
1.1ライフサイエンス分野
(1)中国の植物バイオテクノロジー
Jikun HuangらはScience(2002年1月25日号)においてIPlantBiotechnology in China:中国に
おける植物バイオテクノロジー」について報告した。中国科学院および米国カリフォルニア大学の調
査によれば、中国の植物バイオテクノロジーは米国を除いて世界最大の開発能力を備えつつある。
中国の植物バイオテクノロジーの現状について、現在まで断片的な情報はあるが、このようなまとま
った調査報告はなかった。
(2)中国がイネゲノムのドラフト配列を公開
アメリカのサンディエゴで 2002年 1月に開催された Plant，Animal & Microbe Genomes X 
Conferenceにおいて、中国がイネ(インディカ種)のゲノムのドラフト配列を公開したことを発表した。
中国が公開したゲノム配列情報は、国際コンソーシアムが提供している配列情報に比べて格段に精
度が劣っているが、全体の約 77%(359Mb)をカバーしていることなどから、実際にイネを研究して
いる研究者にとっては大変に有用なものである。
1.2情報通信分野
(1)次世代シリコン半導体技術の動き
応用物理学会シリコンテクノロジー分科会において従来のシリコン基板を越えて、多機能、高機
能を目指す新材料、新プロセスを議論する研究会が聞かれた。 Si基板上への Si-Ge等のヘテロ構
造形成、ポリ、ンリコンなど、の高性能化が報告された。
1.3環境分野
(1)循環型社会に向けた廃棄物処理技術の環境ビジネスへの展開
2002環境エンジニアリングpシンポジウムから-
(社)日本能率協会が主催した12002環境エンジニアリング、シンポジウムjが東京で開催され、企業
におけるリサイクル最新技術等の紹介からリサイクル関連法制度の今後の方向性まで、環境ビジネ
ス開発の最前線のテーマが議論された。環境マネ、ジメントに関するセッションにおいては、①再資源
化への対応、②廃棄物処理を考慮したシステム整備、③責任所在の明確化、④全従業員に対する
啓蒙、の4点がゼ、ロエミッションのマネジメントに重要であると指摘されるなど、ビジネスとして通用す
る技術の開発の在り方などが議論された。本シンポジウムでの議論から、処理技術開発と地域性に
対応した廃棄物収集とが噛み合ってこそ、循環型社会の静脈部分が構築できると考えられる。
1.4ナノテク・材料分野
(1)カーボンナノチューブを用いた世界最小温度計の開発に成功
独立行政法人物質・材料研究機構の板東義雄主幹研究員らによって、これまで困難とされてい
たナノメー トノレ(10億分の1メートノレ)スケールの電子回路などにおける温度測定を目的としたナノ温
度計が開発された。今後は、温度測定をしたい特定の箇所にナノ温度計を配置し、その点接触で温
度測定ができるようにすることが研究開発課題である。
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1.5エネルギー分野
(1)ASEAN+3によるアジアのエネルギー安全保障確保
外務省の主催で「アジア・エネルギ一安全保障セミナ一一アジア地域におけるエネノレギ一安全保
障の強化:ASEAN+3の活用一Jが開催され、国際機関やASEAN+3諸国からの約 20名の専門家が、
アジアのエネルギー情勢、緊急時対応システム、エネルギーインフラ、国際協力等に関する講演を
行った。講演を通して、アジア諸国の経済成長が続いた場合におけるアジアのエネルギー消費増
大と国際エネノレギー市場や地球環境に及ぼす影響への懸念が示され、 ASEAN+3諸国におけるエ
ネルギー貿易の拡大を通じた相互依存の強化および、エネルギ一分野における協力に関する認識
の共有がなされた。さらに、北東アジアおよび東南アジアにおける国際天然ガスパイフ。ラインの講演
などで、官民の適切な役割分担を踏まえた上での適切な支援や国際協力に基づ、くエネノレギーイン
フラ整備が論点として強調された。
1.6製造技術分野
(1)マイクロ波によるジルコニア微粒子の高速合成
ブソレゴー ニュ大(仏)の K.Bellon他は、耐磨耗部品、絶縁部品などに使用されるジルコニア(酸
化ジノレコニウム)微粒子を、マイクロ波を利用して高速で合成する手法を発表した。
1.7社会基盤分野
(1) rリアルタイム地震情報ネットワーク」の整備に向けて
兵庫県南部地震での被害把握が遅れた反省から、地震観測網を一層高密度化し、地震発生後
すぐに地震情報を収集・分析して被害の軽減を図るようなリアルタイム地震情報ネットワークの整備
が目指されている。 2月には、その推進を目指すシンポジウムが開催され、各機関の取り組む関連シ
ステムについての情報交換がなされた。こうした複数のシステムを効率的に運用するためには課題
もあり、今後こうした点を克服していくことで、リアルタイム地震情報ネットワークの整備が進むと考えら
れる。
1.8フロンティア分野
(1)海洋の未知微生物資源一有機沈殿物から電流を取り出す微生物一
海洋資源のうち、これまでほとんど知られてない有用資源として海洋微生物資源がある。高圧や
高温等の極限環境で、生体を維持すために陸上では想像できないような機能を有する。この度、米
国において無酸素状態の海洋有機沈殿物の中から有機物を分解して電流としてエネルギーを取り
出す微生物が発見された。
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2.特集機能性食品の研究開発の動向
食品には、人間の健康、身体能力、心理状態に好ましい影響を与える機能があることが知られてお
り、こうした機能を十分に発現できるよう設計・加工された食品を、一般に機能性食品と呼んでしも。
モデ、/レ動物やヒト集団を用いた研究などにより、食品中の機能性成分に関する知見がこれまでに
数多く得られてきており、「おなかの調子を整えたい方に適する食品jなどと表示することが認められ
た特定保健用食品が急速に市場に浸透しているなど、機能性食品に対する国民の関心は極めて
高い。
米国においては、ビタミン、ミネラル等の摂取を目的とした錠斉Ij・カプセルなどの栄養補助食品が
食品市場に数多く登場しており、欧州諸国においては、乳酸菌飲料の摂取に代表される“プロバイ
オティクス"の研究開発が活性化しているなど、機能性食品は世界的にも注目を集めている。
今後の機能性食品の研究開発は、以下の事項に配慮して、効果的に推進する必要がある。
①現状では、限られた科学的根拠をもとに機能性が論じられており、今後、生物学的指標の
開発等の評価手法の充実とともに、長期的視点、からマクロスケールでの有効性を評価すること。
②これまでの機能性食品は、疾患に係る単一のリスク因子に着目して設計されているが、実際の
疾患には複数の独立したリスク因子が関わっているため、複数のリスク因子を標的とした機能
性食品を開発すること。
③国民の健康の向上としち総合的な視点、から機能性食品の研究に取り組むため、開発に関わる
研究と利用・評価に関わる栄養学・医学等の研究の連携をとる人材や研究体制を充実・整備し
ていくこと。
また、消費者の安全性確保の観点から、過剰摂取した場合のリスク、疾患を持つ者に対するリスク
に関し、情報提供を行うことなども必要である。
3.特集 音声認識・合成と自然言語処理の研究開発動向
一人に優しいヒューマンインタフェース実現への課題一
ヒューマンインターフェース技術は人が機器を使うための情報の入出力技術で、あり、使いやすさを
追求して研究が進められてきた。ここでは、自然なインターフェースとなりうる音声認識・合成と自然
言語処理の研究を取り上げ、研究の発展と現状、日米における研究プロジェクト推進方法の相違を
述べ、次世代ヒューマンインタフェースの研究を促進するための課題を探る。
これらの研究の歴史は 1950年代に遡るが、基礎研究からブレークスルーが創出され、それを実
用化する努力により発展し、限定された範囲で、は利用されるようになってきている。
1990年代後半に、米国の音声認識の研究開発に DARPAのプロジェクトが果たした役割は大きく、
プロジェクトの成果をベースとしたベンチャー企業が起きており、新たな音声応用を開拓している。
米国に比して日本では、産学連携、技術移管が弱いのが課題であろう。
現在の技術レベルとしては、ワーフ。ロへの音声入力(ディクテーション)や Web上の外国語の情報
を読むための粗いが簡便な翻訳などが実現している。しかし、まだ通常の会話音声の認識率は低く、
また翻訳文の品質が高くないという課題があり、だれで、も簡単に使えるレベルには達していない。次
世代ヒューマンインタフェース技術には、情報機器が広く普及する中でDigitalDivideの解消、初心
者を含む利用者の使い勝手の向上を実現することが望まれている。
この実現に向けて、現在の音響処理、認識処理、 言語処理の枠を打破する新しいモデルに挑戦
することが必要であろう。世界的に企業が基礎研究を大学に依存する傾向が強まっており、大学の
基礎研究への期待が大きい。リスクは大きいが斬新なアイデアで研究プロ、ジェクトが進められるよう
に、真剣な競争と評価、さらに失敗を許容し再チャレンジがで、きる文化の醸成が必要で、あろう。
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4.特集 汚染された土壌環境の対策技術の動向
土壌環境汚染の対策は、大気や水質の汚染に比べて技術的にも難しい点が多く、法制化も遅れ
ていた。近年、土地の再開発、売却等に伴う土壌調査や IS014001に基づく事業者の自主調査に
おいて、土壌環境の汚染が判明する事例が多発するようになり、政府は、現在土壌汚染対策法の
制定に関する検討を進めている。
土壌環境汚染の対策技術についての現状を見ると、恒久的対策として普及している技術は、重
金属についての最終処分場への埋立処分とセメント等による固化処理、揮発性有機化合物の土壌
ガス吸引、地下水揚水による活性炭吸着程度である。
今後、浄化を要する事例が増大すると考えられること、及び最終処分場の不足による制約から、
今後の技術開発の方向性を定める上で、汚染土壌をオンサイトで、かっ低コストで処理する技術を重
視していく必要がある。さらに、環境ホルモン等による広範囲かっ低濃度の汚染への対応も求めら
れていることから、バイオレメデイエーションなどの生物的処理技術を確立することの重要'性は高い。
また、アジア諸国も土壌環境問題に直面しており、この対策技術の研究開発は国際貢献の視点から
も政策的に位置付けて推進するべきである。
5.特集 フランスの科学技術政策・イノベーション政策動向-産学官ナノテ
クノロジー・イノベーションセンター・プロジェクトMINATEC-
近年、米、日lこ限らず欧州で、もナノテクノロジーの研究・開発が活発化しつつある。中でもフランス
は1998年7月の科学技術関係閣僚委員会(ジョスパン首相議長)による科学技術の基本方針の決
定、 10月の産学官の代表者からなる「国家科学審議会J設置後、研究分野および予算の重点化、
公的研究機関の大規模な改革と研究員の起業等、企業活動の規制緩和を行い、急速な展開を見
せている。
そのような科学技術政策、イノベーション政策の転換の中、公的研究機関が集積するグルノーブp
ル地区で、の産学官連携プロジェクトは政策転換の縮図として非常に大きな意義を持っている。
このプロジェクトで、は、カー ボンナノチュー ブ、 MEMS、ナノバイオ等、最新のナノテクノロジーの研
究が、 CNRS(国立科学研究センター)、 CEA-LETI(原子力庁電子・情報技術研究所)等の国立研
究所のナノサイエンスのパックボーンのもとに産学官で、行われる。また現在の技術であるマイクロエ
レクトロニクスの分野で、も、欧州の IMEC、米国の SEMATECと提携し、最先端の半導体技術を研究
する等、マイクロからナノまで、の広い範囲で、トッフ。を目指すプロジェクトとなっている。
そのプロジェクト運営には、国立研究所研究員の兼業、起業に関する規制緩和、外国人研究者
の活用、さらには FDI(Foreign Direct Investment:海外からの直接投資)や海外研究機関とのアライ
アンス、パートナーシップ、民間企業への研究開発における税制上のインセンティブ1寸与等、ベース
となる施策を確実に実行しつつ、産学官連携が必然性を持つような「動機付けjを重視するなど、単
に共同研究センターを建設することではない動的なシステム構築が行われている。
産学官連携においては、連携を行うこと自体が目的なのではなく、研究開発を促進するための手法
のー っとして、そのような動的なシステムから必然的に導かれるとし、うことが鍵となっているのである。
4 科学技術動向 2002年3月号
Science & Technology Trends Mαrch 2002 
1 .科学技術トピックス
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿(3月号は2002年2月9日より2002年3月8日まで)
を中心に「科学技術トヒ。ックスjとしてまとめたものです。センターにおいて、関連する複数の投稿をまとめ、また必
要な情報を付加する等独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をそのま
ま掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。
1.1 ライフサイエンス分野
(1 )中国の植物バイオテクノロジー
Science誌(2002年 1月 25日号)に掲載された
Jikun Huangらの記事iPlantBiotechnology in China: 
中国における植物バイオテクノロジー」を報告する。
中国科学院および米国カリフォルニア大学の植物バ
イオテクノロジー(植物バイオ)研究者を中心とするチ
ームが行なった調査によれば、~l?J_<!?_檀物ィ_~1_:t広三年
国主l容ど支世界最友り開発熊力主備之""J""J;ある。
1996年から 2000年までの聞に、中国の科学者は
353種の組換え生物を、中国の遺伝子工学安全管理
担当機関に申請し、 251の植物、動物、微生物につい
て、圃場試験、環境放出、商業化の認可を得ている。
組換え植物については 45種が圃場試験、 65種が環
境放出、 31種が商業化の認可を受けている。作物とし
ては綿、米、小麦、トウモロコシ、大豆、甘藷、菜種、ピ
ーナッツなど 16品種が圃場試験中、または商業化さ
れている。
閉J場試験室託?主興換之作物り性質0)肘武主主号.る
とλ旦国交は__~9_%が耐f青窒里f生であり、先進国のよう
な除草剤耐性(45%)や品質改良(19%)への傾注は
少ない。
月空千国国-空り包2之-βm丹仔空?三Jιζおけ:益る構一物fδ?三♂~?:オぞ仁-ででtりt按技支定-資J民主主. 1.よ.12
{億意f~止v，とf推壁定定-さ-札
オ主-つ?三-"O).u;研す-究按資p主分-以」主子二-玄を-占Pり良主-る。中国政府は植
物バイオの研究予算を今後一層増額して行く予定で
あり、 2005年までには、政府の予算額を現状の4倍に
まで高める予定である。
南国交最も成功!でてた例ーは旦手cçml:l_~_~_~!:!~i~g_i_~~*_mü
り遺伝壬をA工的L;改良し組換えた害虫抵抗性の綿
である。中国の農家は 2000年までに綿の栽培面積の
20%まで Bt綿の作付面積を拡大している。中国の特
徴としては、零細農家も組換え綿を栽培し、農薬の使
用量削減、 労働力の削減等によるコスト低減のメリット
を享受している点である。
中国では、まだ、組換え作物に対する消費者の抵
抗感があるが、コスト低減による消費者へのメリットの
還元、また、綿などの成功例の定着によって、植物バ
イオの商業化は益々進むと思われる。
中国は将来、植物バイオの研究方法や、コモディテ
ィ製品の輸出国になるかもしれない。
.~-国ρー 構_4哲三~_1オ:りー現状~_;_'2_~:'_':L_現在ま;主:断)t
的な情報はあるが、このようなまとまった調査報告はな
かった。参考にすべき報告と考える。
(味の素(株)都河龍一郎氏)
(2)中国がイネゲノムのドラフト配列を公開
アメリカのサンデ、イエゴ、で、 2002年 1月 12臼から 16
日にかけて開催された Plant，Animal & Microbe 
Genomes X Conferenceにおいて、中国がイネ(インデ
ィカ種)のゲノムのドラフト配列を公開したことを発表し
た。その概要は、以下のサイトで見ることができる。
http://www.intl-pag瓜-g/10/abstracts/PAGX_W283.ht凶
ゲノム配列データはihttp://210.83.138.53/rice/Jで
公開されている。より詳細な'情報は、 ChineseScience 
Buletin (vol. 46， No. 23 December 2001 1937-1942) 
に発表されている。全配列はダ、ウンロー ド‘することがで、
き、また、ウェブ上で、相同性検索もで、きる。
一方、イネゲノム解読では農林水産省を中心にした
ジャポニカ種のイネゲノム配列解析の国際ブ。ロジェクト
は、精度の高い配列情報の提供を目指した研究を行
っている。2002年2月 12日の時点で、全体の約26%
(120Mb)の配列が公開されている。
http://rgp.dna.a世c.go.jp/cgi-bin/ statusdb/ status.pl 
今回の中国が公開したゲノム配列情報は、イネ国際
之空'-/主乞cÆ提供L玄~-~-~配列信認J三比^-C培農!;;
精度が劣っているが、 全体の約 77%(359Mb)をカバ
ーしていることなどから、実際にイネを研究している研
究者X;と?三は本.家巳有用ー なありー 支あ90中国のドラ
フト配列は、 127，551個のコンティグ、に分かれており、
最長のコンティグ、で
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ずさDNA研究所中村保一氏の計算)。ドラフト配列で
あるために、正確なアノテーションをつけるのは困難で
あるが、特定η染色体領域り遺伝壬主検索~た仏:;
7ーポ三点一種り配列ー と比ー でさ:I_QNAてτ1!.ごを一民出一L立ー
り:t_-R;止とだ~能である。
アメリカや日本で分子生物学などの高度な教育を
受けた多くの優秀な研究者が中国に帰国し、イネ研究
を行っていることが知られている。中国におけるコメの
生産量は日本と比べて格段に多く、ゲノム情報を活用
したイネ育種研究を中国が加速化させることは明白で
ある。中国のイネ遺伝子研究の実力をはかり知ること
は難しいが、今回のゲノムドラフト配列の公開は、中国
はイネを中心とした分子育種に相当な力を入れている
ことを明確に示している。ー中国Kーは1主芳一種り優秀ー な
研.定者ー だー 多v'0)支λゴーf主役五恩遺伝壬ーー〔金三J主
Q_l哩ntitativ空ーtrait 10色ー_QI1_~量的月三質遺伝壬座とL
7亡存~tt!てて-:ç: ，，3~)_ t?!里離が急速f;進むと想像できる。
イネの有用遺伝子の研究は世界的に民間企業や
ベンチャー企業を中心にして大規模に行われている。
例えば、イネを生産していないベルギーのような国で
も、有名な植物遺伝子研究の大家が支援しているベ
ンチャー企業クロップ。デ?ザイン社は、大規模な遺伝子
機能解析を遺伝子組換えイネを用いて行っている。年
間で20，000個体ぐらいの遺伝子組換えイネを作り、自
動計測技術を取り入れて評価を行っている。彼らはイ
ネの収量を増加させる遺伝子など幾つかの有用遺伝
子の発見に成功していると発表している。
日本のイネ研究は、農林水産省が中心となり研究を
取り仕切り、他の植物遺伝子研究の分野に比べて膨
大な研究費が投入されている。日本のイネの基礎研
究分野での実力は高く、農林水産省には優秀な研究
者が多く揃っている。また、ゲノム解読が終了している
シロイヌナズナを研究材料としている研究者の数も国
内には多く、植物遺伝子分野全体の質は国際的水準
に達している。しかし、史国主倉一めた一世界一り状:i旦室長
ると、限りのある資源である有用遺伝子の単離を急が
なuι-諸外国支持ー 託を独占主主主主?ねー な:vぷ旦本t?!1_
烹ぉι_-cf.他，_V構物研君主役基礎研賓りー実力主〉全主
主主Jτ仁ι主q噴煙的IJ;賓周遺伝;壬里離f;注交づき陛
期J_ç_き一言}~~;;.ーと乞ー;全国_<??_:P.国VYz7上配?~_'!!_公開
は示している。農林水産省、文部科学省、経済産業省
の枠組みを超えた強力な研究体制が必要ではなかろ
うか。
(カミずさDNA研究所植物遺伝子第2研究室
柴田大輔氏)
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1.2情報通信分野
( 1 )次世代シリコン半導体技術の動き
之江竺;ィf単;結晶基想主Ä三~J_~_~_zこ./江主/"集積回
路はλ一徹朝一坦工一技借りー発展主f_z1!;~~tZÌ一三主主:~
丈長足り進歩を遂江主:きた。汎用のメモリーおよびロ
ジックの開発競争においては、微細化により性能の向
上、コストの低減をはかることができたからである。しか
しながら、メインフレームコンピュータ、パソコン市場を
目指すこのような汎用路線は技術的・経済的に大きな
問題に突き当たっている。トランジスタのとしての性能
限界，発ー塾問題λ乞L主微細ι任三製造設備ヨヨ上
の高騰などである。
一方、 ユビキタスコンピューティング市場をめざす新
たな開発競争が始まり、高性能より低消費電力、低価
格より短期開発、高集積より高機能等、シリコンデバイ
ス開発に対する要求は劇的に変化した。
この現状をブ、レークスルーする、ンリコン材料技術の
新~v'動きーを応周物理主会_~V_ヲー~7.:7_!_~_~三分:型
会.第お.周研窓会L~_v.ョ;ど基想主越之-:ç:jJ~Q9_~__~__~
且 5一一旦開催t:ç:多角一的_t~J議論ーした又宇宙科学研究所
慶瀬和之氏、住友金属工業(株)津屋英樹氏から報
告があった。以下トヒ。ツクスを紹介する。
(1)ガラス基板上に移動度 500cm2/Vsを超える
Si-TFT竺がヨア三ル績晶iじー 按前?芳一閉ー 発ー され立。一安ー 定
ーした!とご~:f_装一置り一出一現が一開ー発主力月連~た。これにより、
液晶ディスプレイの高性能化が期待される。(富士通
研・佐々木ら)
(2)金員三ー酸化物~)-室他物ーとど2立結J晶構ー造〉ー格;壬
定数、ー熱膨張停一教!り一異t，i;{?f主相と子導性とりー~T_8~
ビ成長?点豆態とな:--::Jー た。基板を原子レベルで、平坦化
し、バッファ一層を導入するのが実現のキーで、ある。新
機能素子実現の道が拓けてきた。(東大・藤岡ら)
(3)100GHzを越える高速素子への応用が期待され
る歪s号，OI-C切9s?ゴ支:
開発:玄立立:苫 Si基叔主iιE形動J成uたSiGI乏層!りり-品質主7飛賢躍的
に向上した。(目立・杉井ら)
(4)自由落下等を用いて作成した微細なボール形
状のシリコンの表面に、従来のような高価なプロセス装
置を用いずに安価なプロセスで半導体デ、パイスを作
れるようになった。ボール形状の特質を活かして、 RF
部品一三一生体関連郭ー 品λー安価な太陽電池ーなどだ製造さ
れている。(ボー ノレセミコンタマクタ一社、吉田)
(5)微結晶シリコン薄膜を用いた低コスト、省資源ア
モルファス Si太陽電池(東工大・小長井)、 GaAsなど
通信用高速素子の低コスト化が期待で、きるシリコン基
板上の IトV族化合物半導体の無転位結晶成長(豊
橋技科大・米津)、環境に優しい⑤発光材料s-FeSiz 
(筑波大・長谷川ら)などが報告された。
このような多結晶、アモルファスを初め、ボ ノーレ形状、
ナノ構造、さらにはヘテロ構造のシリコンを用いた新L
いプロセス・新材料が、課題はあるものの、着実に進
展_~_"I_~三五Qー三J1:ま;立りーさィリヨJど;7-przり限界あるど
はシリコン物性の限界を越えたデ、パイス開発は、魅力
的主政君主コォρ二三三、あ99_J開目安lム多捧な壬ご去
に応える新しいデノ《イス・システムの開発が期待され
る。
用語説明
①ITFT 
液晶ディスプレイなどに使われる薄膜トランジスタ(Thin
Film Transistor)。ガラス基板にシリコン薄膜を形成し、こ
れを加工するが、形成したばかりの薄膜は半導体として
の性能が低いので、レーザ照射などの熱処理が行われ
る
②ラテラル結品化技術
薄膜半導体のレーザ熱処理技術の一つ。レーザ光の
強度分布を調整するなどで、瞬間的に溶解した薄膜を基
板面(ラテラル)方向に結晶化させる。普通の処理より大
きな結晶を形成することができ、半導体としての性能が
向上する。
③ヘテロエピ成長
基板の結晶方位に従って決まった結品方位の結晶を
成長させることをエピタキシャル(エピ)成長という。基板
と異なる元素組成の結晶を成長させるのが、ヘテロエピ
成長。GaAsや青色 LEDの GaN等は単結晶ウヱハが高
コスト、または作成困難だが、 Siウエハ上にヘテロヱピ成
長できると低コスト化できる。
④歪SOトCMOS
通常の Siウエハ上に LSIを形成すると、ウエハ自体に
導電性があるため、余分な電力消費や速度低下を引き
起こす。そこで、ガラスなどの絶縁基板に薄い(0，5-
100μm)ウエハを張り付けたり、ウエハ内部に酸化シリコ
ンの絶縁層を形成したりしてウエハの影響を排除したの
がSOI(Siliconon Insulator)。最近、 SOIにGeなどを成膜
して結晶に歪みを起こすことでLSIの性能をさらに向上す
る技術が発表され、注目されている。
⑤環境に優しい
資源が豊富な元素から構成され、生物毒性や廃棄時
の環境負荷・コストが小さい。環境半導体とも呼ばれる。
特に光半導体は資源の少ないIn，毒性の高いAsを使用
するため、代替材料として注目されている。 s-FeSi2のほ
か、 Ca2Si、Cu20などがある
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1.3環境分野
(1)循環型社会に向けた廃棄物処理技術の環境ビジ
ネスへの展開 -2002環境エンジニアリングシン
ポジウムからー
3月 11日から 13日にかけて、(社)日本能率協会が
主催したr2002環境エン、ジニアリングシンポジウム」が
東京で開催された。シンポジウムlはま6セツシヨンで
されており札、企業におけるリサイクル最新技術等の紹
介からリサイクル関連法制度の今後の方向性など、幅
広いテーマで、合計 19件の発表がなされた。連日 60
名を超える参加者があったが、環境ビジネス開発の最
前線のテーマだ、けに、環境関連のメーカー、エンジニ
アリング企業、企業の環境対策担当部門などからの参
加が多数を占めた。
環境マネジメントに関するセッ、ンョンで、は、ビール工
場など企業単位で、のゼロエミッションの成功事例の他、
山梨県における工業団地でのゼロエミッション化が報
告された。ゼロエミッションのマネジメントに重要なポイ
ピ上と_~T， _①一再資源化J;即け立一設備 技一衛対ー応λー②
庭棄物処型ーを考慮ーした厚別購1:-，笠りYÂ'をみ一整備l~_
③仕組主主t;おーはる宣伝所tfv.明確_{~~ ④工場あ亙1ど
は参加企業り全従業員l;社).9意識1オーはとJ啓蒙λ がー
指摘された。
また、現正法制度り整備だ進~~y_~_{2 自動専~~_:t1
竺Jvと土壌お染防止ι関連した発表として、前者につ
いては自動車メーカーでの3R(リデュース・リユース・リ
サイクル)の取り組みやシュレッダーダストの処理技術、
後者について排水中の重金属吸着分離材料の開発
などがあったo 自動車リサイクルについては、製造販
売者の責任からリサイクノレ設計・部品のリユース設計を
推進しているものの、シュレッダーダストに関するリサイ
:7.!_~_誌:tti}:;_?ー v"τーは多種多構ーな誌鮪閉発カ_~~弘合
後り技術開発動同三りj注視Jりー 必要性が指揮さιーた。
重金属吸着分離材料は放射線利用技術によって開
発されたものであり、既に空気中の臭いの元になる化
学物質の吸着に利用される製品が市販化されている。
今回、重金属!吸着分離だ容易~l;支(閉支江主9誌績が
開発され立三と:すλー磨乗物焼却エ湯舟0_り排ー出t/~堂
本ι溶たJ:-::-(重金属をー横集;士五三とだ容易J_C-ーな:"J1と他、
WHO勧告に基づく水道水に含まれる鉛濃度の低減
化達成などでも大きな寄与が期待できる。
廃棄物処理技前開発f;Lー循環型辻会!り言_þ_(~静
駅前J会(J)重要な構成要事.だけJ;)_技.術事新はー巳、:乏生
ス開発に直結している。工場品、う限られた空間から
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工業団地、自治体が所管する地域へと完全なる循環
型社会を拡張する上で、ビジネスとして通用する技術
の開発ができるかどうかが重要であるう。リサイクルで
最忠重要なりーは苫ー志望主主2t.時点支日:雪ゴJ.!~界!J_用Jと
慶棄主区会7す:豆(品目J~!明ー確i己主五三と支あ9_0一去り一
出口に適した廃棄物の選択的な分別・収集は、静脈
の入り口部分に位置するだけに、運用一酉直-ι主お長手主:Itど¥-玄主静-
1即即脈1昨~全?停使害杢-り互~.活玄左右:空?空7
技術開発と地域性に対応した廃棄物分別.収集およ
びリサイクノレ品の需要とが噛み合ってこそ、循環型社
会の静脈部分が構築できると考えられる。
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1.4ナノテク・材料分野
(1)カーボンナノチューブ、を用いた世界最小温度計の
開発に成功
独立行政法人物質・材料研究機構の板東義雄主
幹研究員らによって、これまで困難とされていたナノメ
トーノレ(10億分の 1メー トル)スケールの電子回路など
巳おけーる混度測定堂一目的主J..，_'立土!}j旦度nが開発~h
た。 (nature、2002年 2月7日号)
このナノ温度計は、直径約 85ナノメートルのカーボ
ンナノチューブの中空部分に、直径 75ナノメー トル、
全長約 0.1マイクロメー トノレの液体状態の金属ガリウム
が注入された状態のものである。
板東主幹研究員らは、直径 85ナノメー トルの多層
構造のカーボンナノチューブ、を酸化ガリウムと 13600C
で 2時間反応させることで、チューブの中空部分に金
属のガリヴムを封じ込めた。これを電子顕微鏡の中で
加熱すると金属ガリウムは溶けて液体になり、温度上
昇につれて体積が膨張する。500Cから 5000Cの範囲
支混度主変先主せた結果、湿度計り水銀註点主主主
るように、カーボンナノチューブ中のガリウム液柱の長
さ也事産玄也J三品卸v三月I逆前~;;増被Lた。ガリウム
は300Cから 24000Cの温度範囲では液状で、カーボン
ナノチューブも 10000Cまで形状を安定的に保てるため、
このナノ温度計は 10000Cまで測ることができる。また、
0.250C刻みの微小な温度変化も測定できることが確認
されている。
ただし、現時点ではナノ温度計を測定したい対象物
に接触させて測定することはできていないため、今後
のいくつかの技術開発を通して、温度測定をしたい特
定り一箇fflJ;;土/J昆度託主配置~，_:を恒点樫僧'S.'J昆度
理'1定詰支きるよ一弘主主主iことが研究開発課題となっている。
1.5エネルギー分野
(1 ) ASEAN+3によるアジアのエネルギー安全保障確保
3月4目、外務省の主催で「アジア・エネルギ一安全
保障セミナー アジア地域におけるエネルギ一安全
保障の強化:ASEAN+3の活用 J (進行役:田中明彦
東京大学教授)が都内で開催された。本セミナーは昨
年 11月にブルネイで、開催された ASEAN+3(日中韓)
首脳会議において、小泉首相が提案したもので、ある。
プリドル国際エネルギー機関事務局長をはじめとする
約20名の国際機関や ASEAN+3諸国の専門家から、
アジアのエネルギー情勢、緊急時対応システム、エネ
ルギーインフラ、国際協力等に関する講演がなされ
た。
今後、土:;)7諸国恒経済成長率Æ__g~払程度v.*~害
支推移7ずる主仮定Lた場金、 ?_Q_~Q_~Y;J主7三土り竺主
Jv芳三泊費民約2_{査Y;!，f:る主:r想主h~ 国際主主Jv:空
三車場空地球環境巴及Jます影響だ懸念.主札-CV¥る。
特に、中国のエネルギー消費の著しい伸びが見込ま
れ、また、原油の輸出国であるインドネシアやマレーシ
アも 2010年代半ばには輸入国に転ずると予想される
など、北東アジアおよび、東南アジアのエネルギー需給
構造は脆弱である。一方で、)1口外務大臣が主催者
挨拶で述べたように、 A号EA肘士主一諸ー国J主主主~!~~:-:-:-_C??_
前輸出ー国主純輸五胃-りJ理方.主~t旦主l>_ :?:-_-ì!l:ーミf一三貫一
易り一拡主主i君!ムた担互依存り唾i七及Jf_~干主JV主三分:
野J三おけ益二二層り一協力ー りー 余地ー だあ9:。本セミナー では、
このような現状への認識の共有がなされるとともに、エ
ネルギーセキュリティ確保に向けた ASEAN+3の枠組
みの有効性が確認された。
本セミナーで強調された論点の一つにエネルギー
インフラ整備の問題がある。会胃は長期j的視点1;立五L
?::f!~子、ご土芳子:~7:1~り一確保yQf_?IZー な壬主止雪、-
1X2_7_C!!_整備K~閉I_C!!_投資力~_@た主主うな極策室講ー
じることが求められている。近年のエネルギーセキュリ
ティに関する議論においては、エネルギー資源、の絶
対量に関する懸念は後退し、むしろ、エネルギ一価格
の安定化や緊急時対応に焦点が当てられ、その対策
としてエネルギーインフラの拡充が重視される傾向に
ある。 本セミナーにおいても、北東アジアおよび東南
アジアにおける国際天然ガスパイプライン、東南アジ
アにおける国際電力網、日韓のエネルギー備蓄体制
等についての講演がなされた。
アジアパイフ。ライン研究会事務局長の平石和昭氏
は、同研究会で検討されている北東アジアにおける天
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然ガスパイプライン計画の概要を報告したo本計画で
は、基本的に供給国はロシア、需要因は日本、中国、
韓国と想定されており、シベリア地域、サハリン地域、
東部ロシア地域の天然ガス固とこれらの需要国を結ぶ
ガスパイプライン網を構築するとしている。日本にはサ
ノ¥リン方面からと韓国・中国方面からパイプランが敷設
される。
このような国際天然ガスパイプラインプロジェクトは、
エネルギー資源に乏しいわが国にとってはエネルギ
ーセキュリティ向上の観点、から、魅力的なものと考えら
れるが、問題は兆単位におよぶコストである。本プロジ
ェクトは基本的には民間事業と想定されているが、民
間単独の事業としては困難であり、官民の適切な役割
分担を踏まえた上での適切な支援策、および、国際協
力が不可欠である。今後、技術的フィージビリティやエ
ネルギーセキュリティ向上の外部効果も考慮した費用
対効果の評価研究の進展とともに関係諸国間の対話
の進展が期待される。
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1.6製造技術分野
(1)マイクロ波によるジルコニア微粒子の高速合成
ジルコニア(酸化ジルコニウム)は耐磨耗機械部品、
耐熱・耐腐食部品、絶縁部品などに使用される重要な
無機材料である。三玄1')止k子子ざ-1'三三三干一モ竺モ1玄宇~~-α_i仏」ιωミサl_り(J)一 I五L~~l_l_Q~j他血-
1は主
金成:土t豆ヲモ三法法-を乞J発表表'_l-:l立と三，0 (J. Mater. Res. V16， 9， p 
2619-2622(2001)) 
塩化ジルコニウムを塩酸水溶液に溶かし、マイクロ
波で急速加熱処理(保持温度 1800C)すると、通常の
方法では 1"'2週間を要するのに対して 2""'10分とい
う短時間でジルコニア微粒子が得られた。分析の結果、
本方法で得られたジノレコニア微粒子は数ナノメートル
の一次粒子が集合した 30ナノメートルの平均粒子径
を有しており、結晶性が非常に良いことが推定された。
去g:J~~_7_二)V~亡、りー検討結果ー?と、あ五夜広三匹周が
育I能ーと考之らー札，_全後り進展定期借ーされる旦・
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1.7社会基盤分野
(1)rリアルタイム地震情報ネットワーク」の整備に向
けて
平成 14年2月 14日に、横浜で第6回震災対策技
術展ι関連一Lヱf周土j~.1Z_T_1~).'J~~計三立会_J_が
開j呈された。主催は日本地震工学会とリアルタイム地
震情報利用協議会設立準備会で、地震発生後すぐに
地璽震(/り〉
みが紹介され、討議が行われた。
日本の地震観測網は、地震発生後即座にテレビテ
ロップがだせるほど充実しているが、兵庫県南部地震
では被害把握が遅れた反省から、さらに拡充が進めら
れた。より高密度化した観測情報をどのように活用す
るかを討議するのがシンポジウムの開催主旨である。
国土セイフテイネットとは国民の安全を守る観測ネット
ワーク、情報配信ネットワークを意味している。
シンポジウムでは東京ガス、東京電力などライフライ
ン企業の取り組み、内閣府、静岡県など行政の取り組
み、カリフオルニアの状況など、の報告があったが、国レ
ベルでは、気象庁を中心に進められているナウキャス
トと防災科学技術研究所が進めているシステムの紹介
があった。いずれのシステムもネットワーク化された地
震観測システムを使って、震央近くで地震波を検知し
て震源とマグ、ニチュー ドを害IJり出し、地震波速度と通信
速度の違いを利用して、地震の発生を地震波が到達
する前に伝達する全国規模の、ンステムとなっている。大
地震が三9.警完投~.~~_敦士一宅金、前l;地震り発生宣銅ーら:官る
j地震呈期警.報ー"S/;;予三み.芯寒風{じり段階と怠~?_T~ヨ。
しかしながら今後解決するべき課題も多く、投聖位
のわずかな対応時間に何ができるのか、情報配信手
段主ど:2]二る立てL害警曹をーーどーう処理主2P.:女どλ運用ー面
で検討する課題も多い。また気象庁と防災科学技術
研究所の 2箇所から情報が配信されることも問題とな
るであろう。技術的な課題、運用面の課題などもあるが、
IT技術を駆使して災害軽減を図る取り組みの今後が
注目される。
(東洋大学環境工学部鈴木崇伸氏)
1.8フロンティア分野
(1)海洋の未知微生物資源一有機沈殿物から電流を
取り出す微生物一
近年、大きな注目を浴びている海洋における未知
有用生物資源、マリンバイオに関して、以下の報告が
あった。
MassachuseUs大学および米国海軍の研究グルー
プは、最近無酸素比態り海洋有機洗庫勤虫!守_1;;炭
素電極ー{陰樫ー)をみι3三ζ企ら表層jり駿烹り五J会ある.
海7，ドーの部分J_;)\ι立ー炭素電極〔腸樫)J;_I配掠-:t~と重
抗争i陰極去ら腸極~-;向かヨ主流1九五三と聖T.ー した。
この作用にはGeobacteraceae科の微生物が関与し、
この微生物が有機物を酸化して菌体の栄養源とすると
同時に発生した電子を陰極のアクセプターとして流し
こむ。この微生物に最も近い遺伝子配列を持つ微生
物は Desulfuromonas属で、あった。 Desulfuromonas属
の微生物を用いたモデル実験で、酢酸を基質として
用いると、上記に匹敵する一平方メー トル当り O.014W
の電力発生を観測した。この際、電流を取り出す電極
を入れないと微生物は生育しない。同様に近縁の
Geobacteraceae科の微生物は基質としてベンゼンを
用いた場合、基質を完全酸化する。
これらの結果から、 Geobacteraceae科の微生物を用
ど3:_，廃棄一有機物主主電力一を思り一出:啓一るーと雪之られλ主
た〉ーζJりl_f舎周位五機物混染(f)微生動浄iじーり手段とL-
ても用いることが出来ると考えている。実用化にはまだ
幾つかの壁があると考えるが、今後の研究が期待される。
(味の素都河龍一郎氏)
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2 .特集:機能性食品の研究開発の動向
ライフサイエンス・医療ユニット 長谷川明宏、茂木伸一
2.1 はじめに
機能性食品の研究開発については、総合科学技術
会議が2001年に策定した分野別推進戦略において、
「予防的な観点から、ヒトの健康状態や食品機能を科
学的に研究し、機能性食品や新たな診断技術を開発
することが必要」と明記され、今後 5年程度を目途とし
て重点化を図るべき研究領域と位置付けられている。
また、 1991年に栄養改善法に基づく制度として、
「特定保健用食品J(特定の保健の用途に資すること
を目的とし、健康の維持、増進に役立つ又は適する旨
を表示することについて、厚生労働大臣により許可又
は承認された食品)に関する制度が創設され、 2001年
12月現在では、認可等を受けた特定保健用食品の品
目数は289品目に上り、 2001年度の市場規模は4千
億円を超えると推計されるなど国民生活に急速に浸
透してきでいる。
一方で、食品の機能性に関する新たな知見につい
て、マスメディアを通じて過大に報じられ、いわゆる「健
康食品」とE自主札ゑもρーだ無ー 秩序ιfi費される;ζむ主主
9.~_~ろfが生!主主どることや、 学術的な視点で見た場合
にも食品り機能r生長閉土る.研窓論玄点主要性学空貨
誌J三掲載さhるよ二とが世界一的J_;;_'b樫良工~'ーなふー限られ
た剤一空前J想一樫;を弘とJ_;;.機能践が論l乙ーらh_'I_~_:9.ことなど、
機能性食品を巡る研究開発には多くの課題がある。
本稿においては、機能性食品の研究開発の現状に
ついて概観し、①機能性に関する評価のあり方、②政
府による研究開発の推進に必要な方策、さらには、③
科学的根拠に基づいて整理された情報の国民への提
供のあり方等について述べることとする。
2.2機能性食品の定義等
2.2.1 機能性食品の一般的定善
食品には、①栄養素としての働き(第一次機能)、②
人間の五感に訴える働き(第二次機能)のほかに、③-
A周り;健墜ち身体能力λ一心理J状態J三妊まL)"¥竪饗主
:与之_Qfl開き一〔第一三_ì!r.~機能}、例えば、消化器系、循環器
系、内分泌系、免疫系、神経系などの生理系統を調
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節して、健康の維持や健康の回復に好ましい効果を
及ぼす働きがあることが知られている。こうした働き{第
三次機能回?型空的J;!明ーÞÞ~J_;;ー さJι》・;二h_?_C??土佐謂
節機種主士会J_;発現之さる主互設At)J_g，工ーさ_hた食品
をλ二股t;機能H生食品主哩ー台交どる。
また、法制度~;おど主(機能f主食ー品j_主車援定義L
たものはない。関連するものとして、栄養改善法施行
規則第 8条第 5号で「食生活において特定の保健の
目的で摂取をするものに対し、その摂取により当該保
健の目的が期待できる旨の表示をする食品」として厚
生労働大臣による許可を受けた食品Jを「特定保健用
食品jと定義しており、機能性成分に係る表示の適正
性等の観点から加工食品が対象とされている。
2.2.2諸外固との定義の違い
機能性食品J_;_?Y_:''Ij主λ諸外周l三おど主も法全ι
基づく明確な定義はないが、代表的な研究者等が学
術的に定義したものは図表1の通りである。
図表 1米国及びEUにおける機能性食品の定義
国名(研究者 定義
文は研究機関)
米国 従来の栄養素の機能を越えて健康効
(US Institute of 用を提供する可能性のある全ての加
Medicine) 工食品、または加工食品素材
EU 身体における一つないしそれ以上の生
(8ellisle et al.) 理機能に好ましい影響を与える食品成
分(栄養素を含む)を含んでいる食品
(独立行政法人国立健康・栄養研究所斎藤衛郎氏
作成資料より)
上記のとおり機能性食品の定義そのものについて
の本質的な違いはないが、*_国l壬長ど-cー はλ一機能性
食品とは別lこ「ニュー トラ、ンュー ティカノレjとし、う定義が
ある。ニュートラシューテイカルは、「食品・栄養補助食
品(dietarysupplement)、薬草(ハーブ)製品などに含ま
れ、健康増進、病気予防または医薬的特性のある天
然の生理活性化合物jと定義され、我が国や EUにお
いては機能性食品の範需としているものの、米国にお
いては機能性食品には属さない別のカテゴリーとして
思り扱?三日五ζよだ性徴的で、ある。
2.2.3保健機能食品制度
我が国の保健機能食品制度は、国民の健康に対
する関心が高まる中で、食品に求められる機能も複雑
且つ多様化していることに対応するため、特定保健用
食品に関する表示制度(1991年創設)をベースに、
2001年4月に創設された。従来の特定保健用食品に
加え新たに栄養機能食品の区分が設けられている
(図表 2)。栄養機能食品とは、米国等で広く消費者に
定着しているような栄養補助食品に相当する食品につ
いて、我が国の栄養目標及び健康政策に合致するよ
う国が規格基準・表示基準等を示したものである。
なお、2001年4月より特定保健用食品の対象として、
錠剤型・カプセル型の形状の食品も認、めるなど特定保
健用食品についても範囲の拡充がされている。
図表2保健機能食品の種類
区分 定義 表示例
特定保健 特定の保健の -血圧を正常I~保つ
旦金量 用途に資すること ことを助ける食品で
個別許可 を目的とし、健康 す。
歪f の維持、増進に役 -便通を良好にする
立つ文は適する旨 食品です。
を表示することに
ついて、厚生労働
大臣により許可文
は承認された食品
栄養機能 高齢化、食生活 -ビタミンDは、腸管
食品 の乱れ等により、 でのカルシウム吸
規格基準 その人にとって不 収を促進し、骨の形
型 足しがちな栄養成 成を助ける栄養素
分の補給、補完に です。
資することを目的 -カルシウムは、骨や
とした食品 歯の形成に必要な
その食品から1 栄養素です。
日当たりに摂取す (注意喚起表示等)
ることとなる栄養 -本晶は、多量に摂
成分の量について 取しでも疾病が治
一定の基準を満た 癒したり、より健康 l
す場合、その栄養 が増進するもので
成分の機能に関し はありません。
一定の表示を行う -本品は、特定保健
ことが可能 用食品と異なり、厚
生労働省による個
別審査を受けたも
l__!Q主!主iY.>りません土
(厚生労働省作成資料をもとに科学技術動向研究センター
が作成)
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2.3機能性を有する各種食品成分に関する研究
開発
食品由来の機能性成分については、疫挙前研究i
jn-yjE9-ιJ;_~研究λ;雪芝/v動物E:;よる研究主吐集団
をー利用L-立臨惇的研『匁l主主_Q_)J車j七捷丞λ循環器忍L
~分踏忍ち負疫*_)J里経三ちなどlZJ有ー効ーな成金主?務主
的裡拠主持ー?ーた髭:乙一ζれま~数多三探~_されてきて
いる。代表的なものについて以下で、解説する。
2.3.1 乳酸菌
乳酸菌とは、糖を強力に分解して乳酸を作る細菌の
一群で、チーズ・乳酸菌飲料などの食品加工に主とし
て用いられる。こうした発酵食品中に生菌の形で存在
してヒトに摂取されるほか、それ自身を整腸薬として利
用することも多い。
乳酸菌の働きとして知られている作用には、1)腸の
ぜん動運動の促進、 2)腸内菌叢バランスの調整、 3)
有害菌繁殖の抑制、 4)免疫機能の向上などが一般的
である。
近年では、プロバイオティクス(腸内の常在菌叢(フ
ローラ)を改善することにより、宿主に利益をもたらす、
単一あるいは複数菌株からなる生きた培養菌)という
新たな用語が身近になってきている。
欧州においてはプロバイオティクスの様々な疾患に
対する臨床効果、作用メカニズ、ムの解明などについて
学術的な研究を推進する機運が高まっている。例えば、
フィンランド予Turku大学のE.Isolauriらのグループが、乳
酸菌(LactobacIlJusrham.刀osus)の摂取により、子供のア
トピー性皮膚炎の発症率を低下させる効果を示した。
また、我が国においても、腸内細菌学会などを中心
に大学、食品メーカーの研究開発が活性化しており、
今後プロバイオティクスが免疫応答を調節する分子メ
カニズムを解明する研究の発展が期待されている。
2.3.2オリゴ糖
オリゴ(oligo)は少ないとしち意味のギリシャ語で、澱
粉・セノレロースなどの多糖類に対して、ブドウ糖・糖など
の単糖が 2"-'10結合したものをオリゴ糖又は少糖と呼
んでいる。代表的なものとして、フラクトオリゴ糖、大豆
オリゴ糖、ガラクトオリゴ糖、キシロオリゴ、糖などがある。
オリゴ糖の機能としては、 1)小腸で、は吸収されず大
腸まで到達するのでエネルギーになりにくく、 2)大腸内
の有害菌の増殖を抑え、ヒ、、フイズ、ス菌の、活動を助ける、
3)甘味が低く、虫歯にもなりにくし、などのことが知られ
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ている。「おなかにやさしいj、「おなかの調子を整え
るjなどの機能性表示で、特定保健用食品においても
数多くの商品がある。
機能性を有するオリゴ糖や糖アノレコーノレなどについ
ては、その製造技術(合成或いは抽出技術)の開発が
産業化においての重要な課題であることから、政府の
予算措置により研究開発の重点推進が図られている。
2.3.3ポリフェノール
ポリフェノールは、多くの食物に抗酸化物質や色素
として含まれているが、一部のポリフェノールは動脈硬
化や老化の原因となる活性酸素の過剰生成を抑える
生理作用があることが知られている。フランスでは多量
の高脂肪摂取にも関わらず冠動脈性心疾患による死
亡率が他のヨーロッパ諸国よりも低いという「フレンチ
パラドックス」に対し、1992年に Renaudが英国医学雑
誌 TheLancetにおいてワインの摂取との相関を報告
した。 1993年には Frankelらが同誌において in
vitroで赤ワインに含まれている抗酸化物質ポリフェノ
ールが動脈硬化に関係する LDLコレステロールの酸
化を抑制する事を報告したことから、ポリフェノールが
一躍注目された。ポリフェノールの代表的なものとして
は、茶や赤ワインなどに含まれるカテキン類やタンニン
類、タマネギなどのノレチン、大豆のイソフラボンなどが
知られている。
ポリフェノールの代表的なものであるカテキンは、緑
茶に含まれる渋みの成分で、その生理作用としては、
1)抗酸化作用、 2)抗菌作用、腸内細菌の改善、 3)抗
う蝕作用、 4)消臭作用、 5)活性酸素消去作用、 6)コレ
ステロール上昇抑制作用、 7)血糖上昇抑制作用、 8)
血圧上昇抑制作用、 9)抗腫蕩作用、 10)抗アレルギ
一作用、 11)血小板凝集抑制作用、12)紫外線吸収作
用などが知られている。
2.3.4脂質
食品由来の脂質の約 95%はトリアシルグリセロー ル
であり、トリアシルグリセロールを構成する脂肪酸の組
成をもとに脂質の機能性が評価されてきた。脂質を構
成する油脂類には、炭素鎖が水素原子飽和状態にあ
る飽和脂肪酸と、炭素鎖に二重結合を有する不飽和
脂肪酸がある。不飽和脂肪酸のうち脂肪酸の構造式
のメチル基側から数えて 3番目の炭素の位置に最初
の二重結合がある n-3系列と呼ばれるものが、古くか
らLDLー コレステロールを低下させる効果があるとされ、
DHA(ドコサヘキサエン酸)、 EPA(エイコサベンタエン
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酸)を中心に多様な機能が解明されつつある。
DHAについては LDLー コレステロールを低下させる
効果の他に、最近で、はアレルギ一体質の改善、視覚
改善、がん抑制作用などが注目されている。
また、植物由来の脂質から製造されるジアシルグリセ
ロールについては、摂取した際の食後血中中性脂肪
の上昇が低いことが明らかとなり、同成分を利用した食
用油が、特定保健用食品として許可を受け、近年急速
に市場に浸透していることなどが注目されている。
2.4保健機能食品の研究開発動向
保健機能食品のうち、 1991年に制度が創設された
特定保健用食品については、冒頭でふれたとおり
2001年 12月現在で 289品目に達した。 2001年の許
可品一員数は過去一最高となっている。現段階における健
康強調表示の区分、食品の種類、関与する成分を図
表3にまとめた。
図表3特定保健用食品の健康強調表示区分毎の
食品の種類等
健康強調表 食品の種類 関与する成分
示の区分
おなかの調 発酵乳、乳酸菌飲 乳酸菌類、フフクトオ
子を整えたい 料、炭酸飲料、清 リゴ糖、キシロオリゴ
方に適する食 涼飲料水、粉末清 糖、大豆オリゴ糖、
品 涼飲料、テーブル 乳果オリゴ糖、ガラク
シュガ一、クッキ トオリゴ糖、イソマル l
一、即席麺、スナ トオリゴ糖、サイリウ
ック麺、シリアル ム種皮、灘消化性デ
など キストリンなど
カルシウム不 清涼飲料水、とう クヱン酸リンゴ酸力
足の方に適 ゐ、 ルシウム、カゼイン
する食品 ホスホペプチド
コレスアロー 清涼飲料水、ビス 大豆タンパク質、キト
ルが気になる ケット、ソーセー サン、低分子化アル
方に適する食 ジ、食用調理油 ギン酸ナトリウム、ジ
品 など アシルグリセロール
血圧が高め 清涼飲料水、乳酸 社仲葉配糖体、カゼ
の方に適する 菖飲料、粉末スー インドデカペプチド、
食品 プ ラクトトリペプチド、か
つお節オリゴペプチ
ド
貧血が気に 清涼飲料水 へム鉄
なる方に適す
る食品
虫歯が気に チヨコレート、ガ マルチトール、パフチ
なる方に適す ム、飴 ノース、エリスリトー
る食品 ル、茶ポリフヱノー ル
血糖値が気 清涼飲料水、粉末 難消化性デキストリ
になる方に適 清涼飲料 J 、
する食品
(国立健康・栄養研究所資料をもとに科学技術動向研究
センターが作成)
〔お立一宇りj調壬をー整J之丈1t¥友1;適Iる食品」の「食
品の種類」及び「関与する成分Jには極めて多様なも
のがあり、表示許可品目数について見た場合でも、財
団法人日本健康・栄養食品協会の調べでは、特定保
健男(食品ー全体虫旦L~%を占めている。
また、同協会が食品メーカーに対して行ったアンケ
ート調査によれば、 2001年巳おけ亙努定保健恩食品t
Qp場規f要J主ιJ?l一億毘(メー カー希望小売価格ベ
スー)で、 1999年の2269億円に対して、 182%と著しく
増加している。また、その内訳としては、〔む-~歯J_，__~血ー
精j車LJpj性一!性脂肪j_1;J関連Lてた商品の金額お太蝿
に伸長したことが注目される。同協会では、品メーカー
の申請動向からも、今後、この 3グ、ループを含めて乳
酸菌以外のウェイトが向上してくると予測している。
図表4特定保健用食品の保健用途別の市場規模
年
1997 
1999 
2001 
1，000 2，000 3，000 
図乳量曹司F
Bむし曾
ロ血.値
臼中性・体脂肪
・食物線緩
図ミネラル
圃血圧
囚オリゴ積
・コレステロ ルー
合計4，121億円
4，000 
億円
5，000 
(財団法人日本健康・栄養食品協会作成資料より)
一方で、特一定:i老健用一食品一り開発に当たっては、食
品メーカーによるinvitroによる研究、モデ、ル動物を用
いた研究、ヒト集団を利用した臨床的試験により有効
性・安全性が評価され、科学的根拠に基づいて公的
に審査が行われ、表示許可されているものの、研究開
発コスト上の制約から、例えば数十名程度の被験者を
対象とL立一試J験(1;貿ー ま?司:豆町三るー ことや、主里恵規閉:も通
常1ヶ月程度(長期で、も3ヶ月程度)と比較的短期間で
あるー二となEλー~~_?h主投空的根拠!;';基~?_~_:~亡評価主
れているという課題もある。
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2.5海外における機能性食品を巡る政策動向
2.5.1 米国
米国においては、一般の食品について、栄養表示
教育法(NLEA)に基づき、膨大な科学的根拠をもとに
疾病との関係が立証されたと栄養素について、 FDA
(米国食品医薬品局)が12種類の健康強調表示(疾
病リスク低減表示)を認めている(図表 5)。食品メーカ
ーは製造・販売する加工食品等に、これらの認められ
た健康強調表示を自由に付すことができる。
図表 5 FDAが認めている健康強調表示
健康強調表示の種類
カルシウムを多く含むため、骨粗軽症にかかる
リスクを軽減する。
2 低脂肪であるため、がんにかかるリスクを軽減
する。
3 ナトリウム含有量が低いため、品血圧症にかか
るリスクを軽減する。
4 コレスナロールの含有量が少ないため、冠状動
脈心疾患にかかるリスクを軽減する。
5 食物繊維を含む穀類、果物、野菜を含むため、
がんにかかるリスクを軽減する。
6 特r::7]<.溶性食物繊維を含む果物、野菜、穀類を
含むため、冠状動脈心疾患にかかるリスクを軽
滅する。
7 果物、野菜(低指肪、VA、VC、食物繊維)を含
むため、がんにかかるリスクを軽滅する。
8 葉酸を含むため、胎児が神経管欠乏症を患うリ
スクを軽滅する。
9 糖アルコールを含むため、虫歯になるリスクを
軽減する。
10 ある種の食品(オーツ麦及びサイリュウム種子)
の水溶性食物繊維を含むため、冠状動脈心疾
患にかかるリスクを軽減する。
11 大旦たんぱく質を含むため、冠状動脈心疾患に
かかるリスクを軽滅する。
12 植物スナロール及び植物スタノールエスァルを
含むため、冠状動脈心疾患にかかるリスクを軽
滅する。
(FDAホームページFoodLabeling and Nutritionをもとに
科学技術動向研究センターが作成)
これとは別に、米国の機能性食品を巡る特徴的な
動向としてj主剤ふ点ず:竺!_~-~j育法L粉末:雪月反主主主1."る
裳養横助金品Am費ー 煮J三広三浸透していることがあげ
られる。栄養補助食品は、栄養補助食品健康教育法
( DSHEA)に基づき構造・機能表示(Structure / 
Function Claim)が行われ、 一般的な健康への効用を
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表示することができる。食品メーカーは、栄養補助食
品を製造・販売する際に、栄養補助食品の成分や構
造・機能表示の内容について FDAに通知する必要が
ある。
一方で、機能性食品や栄養補助食品については、
しばしば安全性一ιョど支の周題担指摘主主Lち進国政
af主L---Cは〉党養政策とー」主機能性食品ー筈主積極的1;:
普及土るーと_~_:?点りー[~_，- _tf_l，.::る適正摂取玄{是主よヨ笠
理1統制lJi二る立場をとっている。 1993年にはFDA内に
O伍ceof Special Nutritionalsが設立されると共に、栄
養補助食品による有害作用に関するデータベース
(The Special Nutritionals Adverse Event Monitoring 
System)を作成し、インターネット上で広く消費者等に
公開することにより、消費者等が栄養補助食品を安全
に摂取出来るよう情報提供に努めている。本データベ
ースには 1993年以来、 1998年 10月 20日までに、
2，621件の健康被害事例と、それに関係した 3，451品
目の情報が登録されているにれ以降は更新されてい
ない。)。症例としては幅吐、下痢、頭痛などの報告が
多いが、死亡"となってしも報告も 184件存在している
ことが注目される。
2.5.2その他の諸外国
米国以外の諸外国について見た場合、 EUでは、健
康強調表示[;閉土る指全はまと存在しなどが、ビタミン
類及びミネラル類を中心とした栄養補助食品に対する
考え方や表示について現在検討しているところである。
また、 CODEX(FAO/WHO合同食品規格計画)では、
1996年5月の第24回食品表示部会で栄養強調表示
が採択され、 1997年4月の第25部会以降、健康強調
表示を検討してきでいるが、現時点では Step3(最終
合意段階はStep8)にとど、まっているところである。
各国における機能性食品の研究開発を見た場合、
1970年代に研究開発が進んだ抗う蝕性のあるキシリト
ールや、 1995年に開発されたコレステロール値を適正
に維持するマーガリン Benecol(植物由来の"植物スタ
ノールエステル"を含有。)などが世界的に注目を集め
ている。これらはいずれもフィンランドにおいて開発さ
れたものである。フィンランドにおいては、フィンランド
技術庁(TEKES)が、機能性食品の研究に関する財政
的な支援を担当している。 2001年から 2004年にかけ
ての TEKESの研究開発プログラムiInnovation in 
foodsJでは、食品と健康に焦点をあて、総額 5000万ユ
ロー(約 60億円)を投入する計画である。このプログラム
においては、研究開発の結果を効率的に産業利用す
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ること、食品部門と他の部門(医学やバイオテクノロジ
一等)の協力体制を促進することが重視されている。
2.6 我が国の機能性食品の研究開発の推進
状況
政府による機能性食品に関する研究開発の推進状
況を見た場合、図表 6のとおり、機能性研究に充てる
ために確保された予算としては、農林水産省によるプ
ロジェクト研究費が大半を占めている。
文部科学省においては、平成9年度から 11年度ま
での3年間にわたり、科学技術振興調整費により、 「高
齢社会に向けた食品機能の総合的解析とその利用に
関する研究jとして、農林水産省、文部省、厚生省、環
境庁、民間企業など多数の研究者の参加のもとに、①
食品の抗酸化機能の評価と解明に関する研究、②食
品の脳機能の老化抑制機能の評価と解明に関する研
究、③食品の岨唱における物理特性の解明と老化と
の関連に関する研究が行われた。
農林水産省による予算措置としては、以前は食品中
の機能性成分の単離・同定に関する研究、機能性成分
の評価方法の開発に関するものが大半を占めていた。
理主主!~_，_傘T句研究機関長、.機能f生成分.りー 成会閉
り担互作用史食生活J;おけ.る機能?生成分り複金的立
活用など、新たな研究課題に着手している。また、民間
;企業警K:坦!!_{1研一究り一支援とlて7亡、糖質を中心とした
機能3主成分:り.金成友法L機能:性食品企製造友法り閉
発などに対する助成措置が講じられている。
一方、厚生労一働貨による厚生科学研究費では、下
表の食品・化学物質安全総合研究事業、意IJ薬等ヒュ
ーマンサイエンス総合研究事業などの公募方式の研
究費補助事業において、金額的J豆は生規模ではある
が、機能性食品に関するものが毎年数課題程度採択
されている。その内訳としては、特定保健用食品り一安
全性及び有効性の評価に関する研究が主であり、国
立健康・栄養研究所、国立感染症研究所などの機関
が、医薬品との相互作用や疾患を持つ者に対するリス
ク評価等の研究を担当している。
図表6平成 14年度主な機能性食品関係予算
(単位:百万円、( )内は前年度)
(農林水産省)
研公 鍵全な食生j重構築のための食品の機能性及び安全性
究的 に関する総合研究(H12-17)355(255) 
研 活力ある長寿社会の実現に向けて生活習慣病の予防
究 等に資する健全な食生活を構築するため、食品の機能
機 性及び安全性に関する総合研究を推進する。
関
(研究内容)
お -機能性成分の作用機構と成分間の相互作用の解明
It -生体内での機能成分の効果の評価
る -複数の機能成分を活用した健全な日本型食生活の構築
民 糖質工学を応用した炭水化物の多面的利用技術の開
間 量主主(H10-14)36(53) 
企 独立行政法人の研究成果を活用して、有用糖質の作
業等 出、その効率的な生産技術等を開発し、炭水化物を多
面的に利用した新食品の製造技術の開発を支媛する。
お 食品の機能性向上技術の開発事業(Hl1-15) 56(74) 
lるf バイオテクノロジー等の先端銭術を用いて食品の機能
研究
性成分の設計・改良を行い、機能性、食感・昧等を向上
した新たな食品素材の開発を支媛する。
支媛の 食品産業における新規分離抽出技術の開発事業 |
(H12-16) 49(73) 
独立行政法人の研究成果を活用して、汎用的かつ効
率的に食品成分を分離嫡出・濃縮するため、超臨界流
体拍出技術及び膜利用技術等の開発を支援する。
フイフサイエンスを活用した健康志向食品評価・製造技
術の開発(新規)(H14-17) 58(0) 
独立行政法人の試験研究機関で得られたバイオマー
力一(簡易な生物指標)等を活用して食品の持つ効能を
科学的に評価し、健康維持に効果のある食品の製造技
術の開発を支援する。
そ 生物系特定産業技術研究推進機構による新事業創出
の他
研究開発事業(H12以降)
-健康機能性作物(生活習慣病、スギ花粉症、感染症予
防等を目指したイネ、野菜の開発)ー (188)
-カンキツの機能性成分を活用した保健機能食品の
開発ー (56)
-茶の抗7レJ~キ.一作用を利用した食品の開発ー (54)
(産官学のヨンソー シ7ム研究活動に対する委託研究費)
※上記のほか、機能性食品の研究開発に関する予算として、
(独)食品総合研究所等に対する運営費交付金などがある。
その他の欄に記載した事業費は、政府予算に直接計上され
るものではない。また、H14事業費は未確定。
(厚生労働省)
ヒトゲノム・再 -ハ.イオテヴノロシ.一応用食品の安全性確保及び晶
生医療等研 機能食品の開発に関する研究一(100)
究事業 (高機能食品の開発に充てる金額はごく少額)
食品・化学物 -特定保健用食材の安全性及び有用性1:関
賃安全総合 する研究 ー(14)
研究事業 -特定保健用食品素材等の安全性及び有用
(H13までは生 性に関する研究ー(16)
活安全総合 -特定保健用食材の安全性及び有用性に関
研究事業) する研究一(10)
創薬等ヒュー .EPA'DHA含有エスァル交換構造脂質の休
マンサイエン 脂肪蓄積抑制効果に関する研究 (ー2)
ス総合研究事 -新機能素材の食品化学的評価と分析に関す
業 る研究 ー(7)
医療技術評 -低・非・抗う蝕性食品の検定評価法の確立と
価総合研弐 その応用・普及に関する研究ー (4)
事業
※厚生労働省の各事業においては、他分野も含めた公募方式
のため H14予算額は算出不可。
(科学技術動向研究センター作成)
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2.7 おわりに
~今後の機能性食品の研究開発の課題~
我が国における機能性食品の研究開発に関わる取
組について概観した結果、今後の課題として、主に以
下の点が浮かび上がった。
①科学的根拠を充実させるための研究の推進
特定保健用食品に代表される機能性食品の研究
開発においては、 invitroによる研究、モデ、ノレ動物を
利用した研究、ヒト集団を利用した臨床的試験などが
実施され、科学的知見が蓄積されてきているが、例え
ばヒト集団を利用した研究を見た場合でも、限られた
数の被験者を対象とする比較的短期間の摂取試験に
よって機能性が論じられているなどの課題もある。
機能性食品に関する研究開発を推進する上では、
科学的知見の充実を目指して、機能性成分の探究と
:壬乏.vη号賓査-効f位生詰E歪里引f価匝:Jι壬活用周[空雪主3益E生物一雪空号的的-指標刀閉発?主注
ど月研賢究杢;法去を主実主7辻土:玄丈I_~ど_:\三 ;ζZ二-と
る。全一後一}主主消費煮l;~よ9機能性食品jり1~費実態主
担握士益三と芳λ 壬!り健康り縫拷1増進ι赴I五有ー 効
位ι"'Jv'-主疫空的1;会:析才五ζよなど1;よりλ三乏守Z
T三/v丘三手長.顎ー 的.視良企_0.有効f主主詫傾:主るー ζとが
必要で、ある。
②疾患に係るリスク因子と機能性食品の研究のあり方
これまで、食品の機能性についての研究の多くは、
食品中の単独成分を取り出してその有効性の有無を
論じてきており、機能性を有する新たな食品成分の同
定など近年の研究成果は目覚ましいものがある。
現在の機能性食品の研究では、疾患に係る単一の
リスク因子(例えばコレステロール値など)に着目し、そ
のリスクを低減するように機能性食品を設計することを
基本としている。しかしながら、実際θ務ー患が複数り独
立kt;V_~予f因.壬l;主_~_tた!らさー札る三主主踏ま之9とL合
後1主新たtt~z_';!_7_，とVL_複数り~~土胃壬?と-標的と
L立一機能性食品り設計友法E:;.:?~_~玄_t換討J:，_"I.ど三
必要がある。
③機能性食品開発と実際の食生活での利用を結び
つける研究体制の整備
国民(J)健康の風土ーと~_:?J草食的ーな視点;D~Iら機能性
食品虫研ー究J三~_~相;むたり_l;ft， _食品三三J立三芳畏
学部算企開発_l;携ゑゑ研究ー停制の整備ーとf光世T._栄
養ー学.りー観忠君~t主食生活J_;_お!t9.機能f生成分.り一過J杢足
り-実態ー分ー哲一.一調一理_1H去(J)検討など主Jt~三とλ 医学り
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観一点なら機能位食品.りー王開医境警了---....(1)活ー用をー検討-
:t_~二とーなとき.機能性一食品役割l用一!壬E評干
体制の整備が不可欠である。
このような中、栄養素の代謝・所要量、食品の種類・
組成・調理法などについての総合的な研究は、我が
国においてはこれまで専ら大学の家政学系(栄養学・
食物学)の研究勢力が担ってきた。しかしながら、家政
学系の研究室で修士課程・博士課程へ進学する者に
ついては、平成 11年度の家政学を専攻する学部学生
が約 4万 3千人である中、修士課程の学生 941人、
博士課程の学生 266人と他の研究分野と比較して著
しく少ない。また、機能性食品に関する研究に欠かせ
ない有機化学分析に精通した研究者も十分に育って
いない状況である。現在、家政学系の大学に対しては、
医療スタッフとして活躍できる専門的知識を持った管
理栄養士を育成すべきとの医療機関側からのニーズ
も強く、有機化学分析に精通した研究者の育成のみ
に注力することは困難であるが、機能性成分に関する
化学分析に関し指導的立場にある研究者の人材交流
を促進し、そのような者が家政学系の研究室において
必要なインフラ・資金等を最低限確保できるような支援
施策の遂行がまずは望まれる。また、これとは別に、現
在では希少となった"医学部内に設置された栄養学
科"の研究機能にも再度着目する必要があろう。
④消費者に対する機能性食品の情報提供
米国における栄養補助食品を巡る動向に代表され
るように、機能性食品に対する過大な期待や誤った摂
取は、時として消費者に危害を加えるものである。こう
したことに配慮して、 FDAでは、 2.5章で例を挙げた他
にも、ホームページ※において、科学者の協力を得な
がら、消費者に向けて、機能性成分に関する科学的
知見や安全な摂取量などの情報提供を行っている。
また、当該ホームページの中では、妊娠中の女性や
糖尿病・高血圧症・心疾患などの患者に対し、栄養補
助食品を摂取する際には医師に相談するようアド、パイ
スしているほか、医薬品との相互作用に関する注意喚
起が行われている。
http://www.cfsan. fda.gov/~dms/ds-savvy . html 
(Tips For The S8 vvy Suppl emen t User:) 
こうした科学的根拠に基づく公的機関からの情報提
供は、我が国においては現在のところ少ない。近年、
海外で開発・製造された栄養補助食品について、消
費者がマスメデ、イア等を通じて情報を得る機会が増え、
18 科学技術動向 2002年 3月号
国内の消費者が通信販売等を通じて容易に購入でき
るようになってきている。また、実際にもいわゆる「健康
食品Jとして販売される商品により、危害を受けた消費
者からの苦情が国民生活センターに数多く寄せられ
ている(2000年度:10，688件)ことも踏まえれば、政府
が所管する表示制度に関係する情報提供に留まらず、
今後は、機能土生金品Q_t票一陣J三{害)-リ1_-0_10)_情報E:;関L
玄λ 型ー笠的J想標根-欝拠!Jに一Zこ基:ブfづ::)1;'た敏密主女;喧曹韓-堤供供-をf丘主2三-と
争坦1子耳f去忽号E一と貢貢.~之主3亙~gム9
fり(J)影饗雪交-唇医-薬品とと-り相互{作害月周l~主注どE欝摂聖里~~聖主ι銘2汐見~7_空引lι5 
開v主λ 型?竺斐幸主-的-き坦o昆-を玄:之:1得号-盃る3立こ冶り一研究虫t推産草-進1忠2亘重-要
である。
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3.特集:音声認識・合成と自然言語処理の研究開発
動向 一人に優しいヒューマンインタフェース実現への課題一
3.1 はじめに
音声認識合成技術や自然言語処理技術は人が自
然な形で機器を使用するための入出力技術として昔
から研究されてきた。人が機器を使うためのヒューマン
インタフェース技術としては、初期のコンピュータでは、
テキストによるコマンド、入力とコンピュー タからー のテキス
トによるメッセージ出力であった。その後、アイコン表
示とマウスによる選択というグFラフイカルなインタフェー
スとなった。また、コンピュー タグ、ラフィックスの進歩、画
像・音声・オー デ、イオなどマノレチメデ、イア処理の進歩に
より多彩なインタフェースが出現している。さらに、使い
勝手のよさを向上させるため、画面のデザイン、多種
多様な入力デバイスの研究も進められている。
しかし、依然として情報機器のヒューマンインタフェ
ースはある程度の習熟を要求し、人が人とコミュニケー
ションするように自然な形で簡単に使用できるまでに
至っていない。例えば、音声や自然言語(人が通常コ
ミュニケーションで使っている言葉)で情報システムと
対話して、情報を収集したり、場合によっては自動翻
訳により外国語の情報を入手したりすることが、究極の
姿であろう。
このような人にとって自然な音声や自然言語を用いる
インタフェース技術は、古くから研究され発展し、限定さ
れた範囲では利用されるようになってきた。ワープロへ
の責烹みjJ_(T_1./!_T_三友旦どi竺ーw号hーより外国語り債
帯主読むため企担_~_\諮問便ーな翻訳ーなとが実理Lヱピる~q.
~_ì9_也、主主連_~り会話責芳ρ認、静空は1民心また翻j認
玄jりー品質が高三なV止~:_5課題がEまされ;之町三る立
一方、インターネットの広がりと共に、 PCや携帯電
話、携帯情報端末など情報機器が広く普及しており、
主ピーピ三三空玄使It\'慣れ立AJと:は_~:なふー初企煮》ー責
齢者ー主初jめ，f主主し:I'tj_f_，どJ主主?もufJ開里t;t使之五!育課
機器のインタフェースが強く望まれるようになってきて
いる。総合科学技術会議においても、次世代のブレー
クスノレーをもたらす基礎的、萌芽的な領域の研究開発
として、「機械が人に合わせて高度なコミュニケーショ
ンができる意味理解技術等のヒューマンインタフェー
ス技術jを10年後に実現することを目指している。
情報通信ユニット 亘理誠夫
本報告では、音声と自然言語を用いるインタフェー
スの研究開発動向について、研究の発展と現状、日
米における研究プロジェクト推進方法の相違を述べ、
次世代ヒューマンインタフェースの研究を促進するた
めの課題提言を試みる。
3.2ヒューマンインタフェース技術の発展と現状
3_2.1 音声認識
(1)発展の歴史
人が発声した言葉を機械に認識させるとし、う音声認
識研究の歴史は、 1952年ベル研究所の Davisらによ
るゼロ交差数①を用いた数字音声認識の試みから始ま
った。 1959年に京大においてそれを拡張した単音節
認識装置「音声タイフ。ライタ」が研究された。実用化に
つながるブレークスルーとしては、 1970年代に発声時
間長の伸縮を動的計画法を用いて正規化するDPマ
ッチング、法②が日本とロシアで、同時に提案され、さらに
日本で、連続数字を認識で、きる2段DPマッチング、法が
提案された。 1978年にこの方式を用いたミニコンベー
スの連続単語認識装置が日本で製品化され、荷物の
仕分けなど手がふさがれている状況でのデータ入力
に使われた。
米国では、 1970年代に統計確率的手法である
HMM(Hidden Markov Model)の研究が行われ、 1980
年代には単語音声認識の標準的手法となった。1980
年代後半から 1990年代前半にかけて、DARPA(国防
省高等研究計画局)がデ、イクテーションプロジェクトを
実施した。これにより文章の言語処理に n-Gram法(n
語間の統計確率を用しも方式)が提案され、大語葉連
続音声認識が実現された。この成果をベースに、 PC
の性能の向上を背景に、デ、イクテーション用の大語葉
連続音声認識PCソフトウェアが 1997年米国で販売さ
れるようになった。日本でも同時期に日本語用のソフト
ウェアが発売された。
また、 1990年代前半からは、DARPAプロジェクトに
より、 Q&A対話システムの研究が行われ、Q&Aをコ
ントロールするための対話処理技術の研究が開始さ
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図表 1音声認識研究と実用化の流れ
基本技術
研究
実湾化
れた。その成果をベースに米国では、1998年に、電話
による各種予約・問い合わせサービス(コールセンター
サービス)の自動音声対話処理が実用化されている。
一方、日本で実用化研究が進んだのは、カーナピ
の音声入力である。自動車内で地名やコマンドの音声
入力を可能とするため、認識性能を落とさず各種処理
を軽減したアルゴ、リズ、ム開発が行われ、 1995年に実用
イ七している。
(2)現状と課題
現在の音声認識の技術レベルは、明瞭な発声で読
み上げた文章は、概ね正しく書きおこしができるまで
になっている。また、カーナビなどで利用されているよ
うにある程度の騒音下でも認識はできている。
しかしながら、秀之な~~.~þ.:発芳ーした豆電し貫繋ょ空、却
主開土.!??f裁量責芳.J.ι2~:.1J~~.ま立:認識位農は低­
v\止また.，社話J.~.1ミ V ¥""(λ 発育者りー 意図主読み恵三色
仏ー状況玄界!J.断:士る二とは~主~~.J~.~.\.
3.2.2音声合成
(1)発展の歴史
音声認識と対をなす音声合成、すなわち、機械から
メッセージを音声によって出力する研究も 1950年代に
始まっている。 MIT(マサチューセッツ工科大学)の
Stevens、KTH(スウェー デ、ン王立工科大学)の Fantら
により声道音響特性を電気等価回路で再現した声道
アナログ、型合成器が提案された。1970年代には電電
公社電気通信研究所が線形予測分析(LPC)合成系を
提案し、信号処理を大幅に軽量にすることができた。
これを用いて 1978年にTI(テキサス・インスツルメンツ)
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がゲーム機 Speak&Spellで一定数のメッセージを音声
出力することに成功した。
任意のテキストから音声を合成する研究は、 MITの
Klattが職人芸的に韻律規則や音韻接続規則を記述
しすることによって初めて実現させた。これをλースに
米国 DECが1983年に DECTalkを製品化した。その
後、コンピュータの処理能力の向上とともに音韻波形
を編集加工することが可能となり、波形編集方式の研
究がされ、合成音声の明瞭度が向上した。
1990年代には、さらに音のつながりが滑らかなで、自
然な合成音声を目指し、韻律規則や音韻接続規則を
実際のデータから導出する研究が進んだ。 1990年代
後半になると、音声認識では標準的な手法である
HMM法により音韻のセグメンテーションを行い、合成
のための基本音韻データを自動的に作成することが
可能となった。これにより、合成データの作成が大幅
に自動化され、あるの人の基本音声データを収集す
れば、その人の音質の音声合成システムが比較的容
易に作成で、きるようになった。
(2)現状と課題
現在のPCソフトウェアによる音声合成はイントネー
セョピ〉ーー明瞭1生主もに通常ーり~A!??芳t;Jt:.常K.近三一ち一全
Jι!~!ど違和感な三(車之9~::-::止J.~達!でて""(v¥，る。今後は、
朗読調、対話調など様々なスタイルの合成や感情を
付与することなどが課題である。
3.2.3 自然言語処理
(1)発展の歴史
自然言語処理とは、人が通常のコミュニケーション
に用いている言語を、コンピュータにより理解したり生
成したりする技術であり、人がコンピュータと直接コミュ
ニケーションする場合の基本技術である。自然言語処
理の研究は、 1950年代のコンピュータに翻訳をさせる
試み(機械翻訳)の研究から始まった。米国において
露英翻訳の研究が始まり、日本でも九州大学、電総研
で開始された。
米国では、 1966年に「機械翻訳の品質が悪く、コン
ヒ。ュータパワー不足から翻訳品質改善は当面困難で
あるので基礎的な研究を推奨するjとの ALPACレポ
トー(米国の NSFが組織した自動言語処理に関する
委員会レポート)が出され、研究の中心が言語学の基
礎研究へシフトして、機械翻訳の研究は停滞した。
1970年代後半には、翻訳ニーズの強い欧州やカナ
ダで機械翻訳の研究が盛んになり、言語的に近い言
葉聞の翻訳方式として、対象言語聞の単語の訳語を
対応付けるトランスファー方式が開発された。これに基
づき、例えば、カナダでは 1976年に天気予報の英仏
翻訳が実用化された。
一方、日本では、日本語と英語の言語距離が大き
いため構文まで解析する、構文トランスファー方式が
研究された。 1980年代前半に国のプロジェクトとして
京大を中心に科学技術論文抄録の日英・英日翻訳が
研究され、 1986年には日本の電機メーカーから汎用
コンピュータベースの日英・英日翻訳システムが製品
化された。この翻訳システムの品質はそのまま翻訳文
として使えるレベルにはなかったが、人間による翻訳
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の効率アップのための有用な支援、ンステムとなった。
1990年代に入札それまでの人手による文法・辞書
作りの限界に対処するため、大量の日英対訳文デー
タから文法や辞書を作成する技術の開発が進展した。
コーパスベース翻訳と呼ばれ、翻訳品質が向上した。
また、コンピュータ性能の向上から 1990年代前半は
WSベー ス、 1990年代後半にはPCベースの翻訳ソフ
トウェアが製品化されるようになった。
一方、自然言語処理技術の応用として、キーワード
による検索技術が 1990年代に開発され、文書の自動
分類や検索が可能となった。この技術には、機械翻訳
研究で確立された単語の切り出し品詞の割り当て技術
(形態素解析)が使われている。また、 Webサイトの検
索にはWeb検索サービスが欠かせなしものとなってい
るが、この実現には、並列コンピュータによる高速単語
サーチ技術と形態素解析が組み合わされている。
(2)現状と課題
現在の英日機械翻訳システムの性能は、アジア太
平洋機械翻訳協会(AAMT)技術動向調査委員会の報
告によれば、 TOEIC700点程度(英語力中級クラス)以
下の人にとっては、読解力の向上に役立つレベルに
達している。機械翻訳の性能を更に向上させるために
は、現在、 解析できていない言葉の意味的つながり、
文脈的つながりの研究を進める必要がある。
また、喧~_Q__l._~情報は_ê_~_増I_*~支おPーも-z-り1警;t_
な憤報源7J) らーを~V.A!;!と"')亡有用金債費ーをー聖り出_~)司
整理._Ì9三とが期停主主v三Y_~_{?9__~主主J主L芽立る丘三
号:77.E.検索ー を超之:巳意味芳概念ま;主事'JAJ-:，.tと検寒L
要約が課題となる9
図表2 自然言語処理研究と実用化の流れ
1980 
基本技術
研努
実用化
1990 
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3.3次世代ヒューマンインタフェース技術推進へ
の課題
前章で述べたように、音声認識、自然言語処理とも
に、人間の機能をコンピュータで実現させようとする試
みであり、長い継続的な基礎研究の中からブレークス
ノレーが生まれ、それを基に応用展開、製品化が実現
してきた。しかし、まだその実現レベルは満足いくもの
ではない。より人の機能に近づいた次世代ヒューマン
インタフェースを実現するための研究の方向、研究環
境、研究マネジメントの課題を述べる。
3.3.1 研究課題
音声認識や自然言語処理の性能は、 1990年代に
統計的手法により大きく進展したが、現在大きな壁に
直面しているように思われる。現状の音韻認識率は人
間より劣っており、また、韻律情報は使われていない。
意味処理、文脈処理、対話からの意図抽出・状況判
断ができていない。
統計データからアプローチするというモデルに、積
極的に音響学、言語学の知見の取り込み拡大し、現
在の枠を打破する新しいモデ、ノレを創出することが望ま
れる。図表 4に日本における代表的な音声認識研究
プロジェクトの中にも、基礎的要素技術の先駆け的研
究があり、その成果に期待したい。
長期的な視点で見れば、認識とか言語理解などは、
人の脳で行われている認知や学習と深く拘わっている。
20世紀はディジタル情報処理技術が大きく進展した
が、認知子守主習企#君主.;(みーは解明之さ-:(y.~t~.~.\.λ
の脳に学ぶ必要がでてこよう。 21世紀における友きな
課題の一つであろう。
3.3.2共通基盤データベースの整備
音声認識や自然言語研究の基盤としてデータ収集
が重要であるが、その収集は膨大な労力を必要とし、
個々の研究機関ですべてを開発するのは困難である。
すなわち、膨大なデータを収集する労力に加え、さら
に収集したデータに正しい解析結果が付与されてい
るかを、入手でチェックしなければならず、この作業に
多くの労力を必要とし、一研究機関にて開発すること
は困難である。
言語去り識z~て~.~~_Z-_を虫集1蓄積~_，_主主し_~会員
閉ヱ芸査~_{?_~_的支公的支援をと~_~?J;_l，.:た全員削
コンソーシアムとして、米国では 1992 年に
LR_Ç(~~自国型ic Dat号一一Conso見iu叫泣~~.欧州;支はー 19月5
22 科学技術動向 2002年 3月号
恒三_~~RN];:.見限院号nL明E明野~ R，号sour旦 As:担Çj~t~9_l!)
む全h:f札設立主主1継続的J_;;_活動ん丈~~_~þ_qーこれらの
組織では、専門のスタッフを抱え、データの収集、保
守、配布を行っている。研究用には廉価で提供し、ま
た高価となるが商用使用も許可している。
一方、日本でも共通データベース作成の試みがな
されているが、単発的で継続的な活動につながってい
ない。プロジェクト終了とともにそのプロジェクトで構築
したデータベースが消えてしまうことが多い。プロジェ
クト終了後に維持管理、高度化のための資金が得にく
いためである。
1999年には、日本でt欧米に見習って共通データ
ベース収集・維持・拡張のための組織である貢語資ー源
其査機構(Ç_~!5)点霊足Lたカふ資金J主足 1ご実質的活
動は始まっていない。研究の基盤整備からは直接研
究成果はでないため、研究資金が得にくし、のが現状
である。
さらに、共通のデータベースは研究の基盤であるだ
けでなく、このデータベース上で研究されているシステ
ムの性能評価も公平に行うことが可能であり、研究機
関同士の公平な競争を促進する上でも共通データベ
ースの整備が望まれる。
3.3.3研究プロジヱクトの日米の相違
研究開発成果を実用に結びつけるスピード、の日米
格差が拡大していると言われているが、音声認識技術
の実用化においても、それが見られるケースがある。
米国における音声認識の研究開発に DARPAが果
たした役割は大きい。図表 3に示すように、音声認識
の応用イメージを明確に示してプロジェクトを実施した。
このプロジェクトで、は同じ目標実現に向け複数の研究
機関に対して資金を提供し、競争させることにより目標
の早期実現を図った。具体的には、プロジェクト開始と
ともに評価のためのデータベースを構築し、メンバー
間で共有した。研究機関は大学が中心で、あったが、各
要素技術を統合し応用、ンーンをデ、モンストレーション
する研究試作システムを作成し、その性能を競った。
その後、プロジェクトの成果で、ある知的財産権(IPR)は
研究実施機関に移管され、その研究機関の意志のみ
で、ベンチャーなど企業へ技術移転が進められた。具
体例J堂入_Qf\~PAÞ~_J~~_Q_~守土色ー1994 骨子主主実砲した
航空旅行情報に関する音声対話方式の研究に見るこ
ょが:立さるー 199与一芽ιは研究芳一施機関空あョ立一ー 閉!:L
çMl，.i(f:!ゴ主主で-:-_!_I?:~太l，__切1 りー喧究ー賓がーでき~T_-t
~~J土を点J手上ピーと~~竺 //-\1ィ-~;:設立Lー た9_ 電話によ
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図表3米国DARPAプロジェクトと成果の実用化
年代 フ。ロジェクト プロジェクトの目標 成果の実用化
1980年代後半 デ、イクテー ショシヴρロジェクト 新聞の読み上げ音声のディク PCソフトウェアDictationの発売
1990年代前半 小規模タスク読み上げ(1987-1990) ァー ション (18Mなどカも)
新聞読み上げ'WSJ(1991-1996)
1990年代後半 Q&A支持活フ。ロジェクト 音声対話による航空券予約、天 コー ルセンター で、の音声対話、ン
航空旅行情報検索ATIS(1990-1994) 気予報問い合わせ ステム(米国ベンチャー企業2社
Web情報検索TIDES(1998-2000) から)
Cornmunicator( 1999-2003) 
2000年代前半 Human Center吋 System音声エージェン 音声電子秘書エージェントの構
トプロジェクト(2002-2007) 築
る各種予約・問い合わせシステムを構築しコーノレセン
ターサービスに音声認識を導入して、省力化、 24時
間サービス化を図った。現在米国では、電話による航
空券予約サービスに加え、各種の予約・情報提供サ
ービスにコールセンター音声自動化システムが使われ
始めており、この2社がほとんどのシェアを押さえるま
でに成長している。
着目した音声言語処理の高度化フ。ロジェクトjを除くと、
米国のDARPAプロジェクトとほぼ同様に朗読音声、対
話音声の性能向上を目標としたプロジェクトである。
「音声言語による人間・機械対話システムjでは研究
試作システムまで、作成し評価を行っているが、それ以
外のプロジェクトで、は、研究の目標を各要素技術に分
解し、各大学で、分担して進める方式で、あった。要素技
術の向上には貢献したが、プロジェクトでは要素技術
を統合した評価システムまでは作っていないため、実
際全体システムとしてどの程度の性能を持つかは不透
一方、日本においては、図表 4に示す音声認識の
代表的な国のプロジェクトが実施されている。この中で
ATRの「音声翻訳研究プロジェクト」と最近の「韻律に
図表4 日本における代表的音声認識プロジェクト
時期 プロ、ジェクト名 内容 投資形態
1986"-' 音声百語によるマン・マシ 朗読音声を対象とした音声認識 文科省科研費重点領域研究
1989年度 ン・インターフェースの高度 の研究
化
1993"-' 音声・言語・概念の統合的 音声・言語統合処理による対話 文科省科研費重点領域研究
1995年度 処理による対話理解と生成 理解の研究
に関する研究
1993"-' 音声翻訳研究プロジェクト ホァノレ予約の会話音声の日英 ATR(旧エイ・アイ・アール音
1999年度 双方向自動通訳 声翻訳通信研究所)
1996"-' 音声言語による人間一機 インターネット上での文献検索の 日本学術振興会未来開拓学
2000年度 械対話システム 音声対話システムの実現 術研究推進事業
1997"-' 日本語プ、ィクァーション基 日本語連続音声認識基本ソフト IPA(情報処理振興事業協会)
1999年度 本ソフトウェア ウェアの開発 プロジェクト
1999"-' 話し言葉工学の構築 話し言葉から意味・内容・話して 科学技術振興調整費開放的
2003年度 の意図などを抽出する技術の基 融合研究推進制度
盤の確立
1999"-' 多冗音響情報の統合的理 空間音響、音声分析合成、音声 文科省COE形成プログフム
2003年度 解 認識、対話、音情報認知の研究
2000"-' 擬人化音声対話エージェ 機械が人間のように対話する技 IPA(情報処理振興事業協会)
2002年度 ント基本ソフトウェアの開発 術の基本ソフトウェアの開発 プロジェクト
2000"-' 韻律に着目した音声言語 基礎から応用にわたる韻律研究 文科省科研費特定領域B
2003年度 処理の高度化 の統合
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明であった。一方、産業界は学会での知見をもとに独
自に応用開発し、製品化してきた。産学連携は活発と
は言えず、米国のような大学からベンチャーへの技術
移転も起きていない。言い換えれば、且本!])会主J;_c!_
国りす!旦三空，:z_t_-立は産学連携を意識lJ:_もり主民主ふー
基礎研究のレベノレアップが中心であった9
日本音響学会の「音声言語関連大型ブρロジェクトの
現状と将来」のパネル討論 1)でl国り之竺Y壬i_UC，拘t
る開題点、とL之、ま~?t乙三期頼主〉-12ろ2り;多ー~_~Z2"_l?_'三
チがとりにくいこと、プロジェクト終了後のアフターケア
のないことが上げられている。すなわち、日本の今後
のプロジェクト制度においては、「成功を当然とする文
化jから「失敗を恐れず真剣に競争する文化jに変え
ること、プロジェクトの成果を次のプロジェクトに有効に
継承していくことなどが対処すべき課題である。
また、ヒヤリングした大学教授からは、情報分野では
ポスドクなど大学の研究スタッフは非常に少ないため、
大きなシステムを作成するパワーはなく、細かな要素
技術研究に走りがちであるとの指摘があった。
米国の大学では、ベースの研究資金は少なく、大
学外部から研究資金を獲得する必要がある。国家プロ
ジェクトは重要な研究資金の一つであり、その獲得競
争のため基礎研究品、えどもその目標を明確にしてい
る。また、 DARPA音声認識プロジェクトの例で言えば、
公平な競争による研究加速が見られたと言われている。
研究成果の実用化が迅速かっスムーズに行われてい
ることも、国全体として、技術開発効率アップにつなが
っている。
3.4おわりに
次世代ヒューマンインタフェース技術には、情報機
器が広まる中で DigitalDivideの解消、初心者を含む
利用者の使い勝手の向上を実現することが望まれて
いる。また、あらゆる情報がネットワークにつながり、そ
のアクセスもモバイル機器を介して行う時代が目前に
あり、いつでも、どこでも、情報へアクセスすることが実
現しつつある。情報機器との自然な対話によって欲し
い情報を簡単に入手することが究極の目標であろう。
これを実現するためには、多くのハードルがあるが、
一つは、基礎研究の活性化が求められている。現在、
性能向上はある面で、は頭打ちになっており、これを打
破する新しいモデルへの挑戦が必要で、あろう。
世界的に企業が基礎研究を大学に依存する傾向が
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強まっており、大学の基礎研究への期待が大きい。リス
クは大きいが斬新なアイデ、アで、研究プロジェクトが進め
られるように、真剣な競争と評価、さらに失敗を許容し
再チャレンジがで、きる文化の醸成が必要で、あろう。
さらに、創出されたブレークスルー技術を迅速に実
用化へ向けて努力を集中させる必要があるが、米国に
比して弱し、産学連携、技術移管を強化することも課題
である。
用語説明
①ゼロ交差数
波形がゼロを交差する数であり、波形のエネルギー量
の近似値が得られる。波形の特徴量をハードウェアにて
比較的容易に求められる方式として使用された。
②DPマッチング法
音声中の各音韻の発声時聞は発声するごとに伸縮する。こ
の伸縮を正規化した上で最も似ているパター ンを求める方式
として動的計画法(D卯amicProgramming)を用いたもの。
③コ-/~スペース翻訳
コ-/~スとは実際の膨大な例文とその実翻訳文のデ
ータベースを示す。コーパスペースの機械翻訳で、は、コ
ーパスから抽出した文法規則や翻訳の用例をそのまま
適用する。従来の経験則ベースの機械翻訳に比較して
翻訳品質が向上している。
参考文献
1)藤崎"パネル音声言語関連大型プロジェクトの現状と将
来のために"情報処理学会音声言語情報処理研究会
29-40 (1999) 
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4.特集:汚染された土壌環境の対策技術の動向
環境・エネルギーユニット 宮本和明
4.1 はじめに
1960年代、イタイイタイ病、水俣病、四日市晴息な
どの公害問題が表面化し大きな社会問題となった。こ
れに対応して、 1967年の公害対策基本法、大気汚染
防止法、水質汚濁防止法等の整備が進められ、並行
して対策技術も進展してきた。
しかしながら、土壌汚染については汚染の深刻さが
表面化していなかった等の理由から、未だ法制化まで
至っていない。一方で、近年、土地再開発、売却等に
伴う土壌調査や、事業者がIS014001に関連する環境
管理の一環として行う自主調査で土壌汚染が判明す
る事例が多発しており、関心が高まるとともにこの対策
が喫緊の課題となっている。
最近の動向を見ると、総合規制改革会議の「重
点6分野に関する中間とりまとめJ(2001年7月)
で土壌・地下水汚染に関する法制化の必要性が取
り上げられ、総合科学技術会議の「分野別推進戦
略J (2001年 9月)の中では、土壌・地下水汚染
に関する技術開発の必要性が取り上げられている。
また、中央環境審議会からは、 「土壌環境保全対
策に関する制度の在り方について」の答申が 2002
年 l月になされたところである。答申では、有害物
質を取り扱っている工場や事業者が廃業や宅地等
に用途変更する場合、 また、深刻な土壌汚染の可能
性が認められる場合に、都道府県知事が土地所有者
へ土壌汚染の調査の実施を義務付けることができ
る仕組みを予定されている。また、今後この仕組み
の土台となる資金や汚染原因者が特定できない時
の費用負担のあり方等について、議論されることに
なっている。
このような状況を踏まえ、本稿では土壌・地下
水汚染対策について最新の技術動向等を分析し、
技術面を中心とする解決すべき課題を取り上げる。
4.2土壌汚染の現状と規制法
4.2.1 圏内の土壌汚染状況
「平成12年度土壌汚染調査・対策事例及び対応状
況に関する調査結果の概要J(2002年2月環境省)に
おいて、都道府県等が把握した2001年 3月末までの
土壌汚染判明件数が報告されている。図表1は年度
別の土壌環境基準値を超過した注①土壌汚染判明件
数を示したもので、特に、近年、土壌汚染の判明件数
が急激に伸びていることがわかる。土壌環境基準設定
(1991年)後の累積件数は574件となっている。
図表 1年度別の土壌汚染判明件数
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(環境省資料「平成12年度土壌汚染調査・対策事例
及び対応状況に関する調査結果の概要J2002年2月
より作成)
この要因として、 (1)企業におけるIS0l4001への取り
組み、 (2)地方自治体独自の条例・要綱等に基づく土
壌調査等により土壌調査件数が増加したことが挙げら
れる。 今後も汚染超過事例の増加傾向は続くと考えら
れる。
図表1の環境基準値の超過事例注①を規制対象物
質別に表したものが図表2である。重金属等では鉛と
枇素が約 6害IJを占めており、金属製品製造業や化学
工業での汚染判明事例が多い。また、揮発性有機化
合物では、半導体製造フ。ロセス等に使用されていたク
ロロエチレン類が約8害IJを占め、電気機械器具製造業
や洗濯業からの汚染判明事例が多くなっている。これ
らは健康上の問題が懸念視されている有害物質であ
り、対策の必要性も高い。
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規制対象物質別の超過事例数(累積)図表2
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出典:環境省「平成 12年度土壌汚染調査・対策事例及び対応状況に関する調査結果の概要」
(2002年 2月)
るとともに、行政機関による調査も実施されている。ここ
で、欧米で制定された土壌汚染対策制度の概要を図
表3に示す。
先進諸国の土壌汚染規制の現状
米国やオランダ等の欧米諸国では、早くから土壌環
境保全に関する対策がとられており、事業者や土地の
所有者による土壌汚染の届出が法律で義務付けられ
4.2.2 
図表3欧米における土壌汚染対策制度の概要
国名 土壊汚染対策に関連した制度および概要
イギリ 1990年:環境保護法
ス 1999年:環境法
総合的汚染規制という概念を用い、最大の汚染源
である産業施設から大気、水、土壌へ排出される汚染
物質を一元的に管理することにより全体量を抑制しょ
うというもの。汚染の浄化責任、汚染された土地およ
ぴ特定施設の登録制度、個人の生活を守るための行
政手続きや裁判所への差し止め請求の規定等を定め
ている。
米国 1980年.包括的環境対処・補償・責任法(CERCLA，通
称:スーパーファンド法)
1999年:スーパーファンド再開発イニシアティブ
1970年代の後半から土壌・地下水の汚染問題が顕
在化。国家ガイドラインの策定や、基金の強化等の支
媛がなされている。一定以上リスクのある汚染地は
National Priority Listへ登録される(2002年2月現在
809箇所)。
(科学技術動向研究センターにて作成)
国名 土纏汚染対策に関連した制度および概要
オラ 1983年:暫定土壊浄化法
ンダ 1987年:土壊保全法(暫定土壌浄化法を含む形で
1994年に改正)
1997年:BEVERプロジェクト(汚染修復目的)開始
1980年の Lekkerkerk事件(地下水汚染)の発覚に
よる土壊浄化開始が発端。現在、土壌汚染について、
2つのレベル基準である目標値(targetvalue)と介入値
(intervention value)を設定している。
ドイ 1998年:ドイツ連邦土壌保護法
ツ ドイツ各州で定められた土壌汚染対策に関する規
制の統一的な基準を策定する枠組み。
土壊の機能を恒久的に保全または回復することが目
的。土壌を利用する者に対する、 (1)土壌の生態学的
機能が燥なわれることを予防する義務、 (2)有害な土
壕変化を発生させない義務、 (3)土壊の機能性を回復
させるよう求めることができる封土解除義務、 (4)浄化
義務、 (5)汚染調査義務、等の基本的義務を定めてい
る。
ァン 1999年:汚染地法
マー 1970年代の被覆を施さない廃棄物投棄が発端。廃棄
ク 物処分法、環境保護法を改定。汚染跡地登録制度の
導入、浄化措置実施上の優先順位設定、調査・浄化
措置の行政庁に対する義務付け等を定めている。
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4.2.3アジア諸国の現状
途上国の環境問題は様々な側面がある。例えば、
急激な工業化・都市化を進めているアジア諸国では、
産業公害・都市型公害・地球規模の環境悪化品、った
環境問題に対処しつつ開発を進めることが必要である。
例えばタイでは、農薬の製造と使用によって枇素を中
心とする地下水・土壌の汚染が深刻な問題となってい
る。同様の問題は中国等のアジア諸国でも報告されて
いる。また、西インド、パングラデ、イ、ンュで、は、地層から
溶出枇素で汚染された地下水を推定 1700万人が飲
用しているとされ、深刻な事態にある 1)。
アジア諸国の環境関連法の整備状況を見ると、日
本と同様に、土壌に関連する法以外はほぼ制定され
ている。ただ、制度が整備されていてもその実効性が
問題となっている。この原因としては、 (1)法を策定して
もその施行令の制定が遅れている若しくは制定されて
いない、 (2)先進国に比べ環境施策を実施するための
予算、人材及び技術が不足している、といったこと等
が指摘されている。
4.3土壌汚染対策技術の現状
4.3.1 土壌汚染の特徴
土壌は水、大気と比較して組成が複雑であり、有害
物質に対する反応も様々である。
一般的な汚染物質の一つである重金属は水に溶け
にくく、かっ土壌に吸着され易い。したがって、地中へ
浸透した重金属等は地表近くの土壌中に存在し、深
部まで拡散していないことが多い。ただし、土壌の吸
収能を越えると、水への溶解度や移動性が高い六価
クロムや、ンアン等は、雨水の浸透とともに地下深部ま
で拡散し、地下水の流れによって汚染範囲が拡大す
る可能性がある。
一方、揮発性有機化合物の内でも、有機塩素化合
物は、自然界では分解されにくく、環境中に長期間残
留する難分解性物質である。また、浸透性が極めて強
いため、土壌を汚染しながら地下深く浸透し、地下水
に混入・拡散して地下水汚染を引き起こす。さらに、揮
発性も高いためその一部は気化して地下水から分離
し、再び上層の地層を汚染する可能性がある。したが
って、汚染源が狭い範囲に限定されていても、地下水
の流動に沿って汚染が拡散・広域化していることも多
し、。
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4.3.2土壌汚染処理技術
土壌汚染対策は、 「土壌・地下水汚染に係る調査・
対策指針連用基準J(1999年環境庁)において、汚
染の種類として「重金属等」注②日揮発性有機化合物j
注③に分類されている。さらに、汚染対策は、 「応急対
策」と「恒久対策Jに分類される。応急対策は恒久対策
を行うことが出来ない場合の対策であり、人による摂取
防止対策および汚染拡散防止対策にからなっている。
後者は、雨水等により対象物質が溶出し、それが将来
にわたり周辺の土壌・地下水に広がらないようにする
ための対策となっている。図表4に土壌汚染対策の、
応急対策の概要を示す。
図表 4土壌・地下水汚染の応急対策
手法 概要
人による摂取防立入禁止柵・立て札の設置
止対策 地下水飲用防止の指導、水源転換
集7.1<渠、沈砂池等の設置
汚染拡散防止舗装工、植栽工による汚染土壌の被覆
対策 シー ト等による被覆、防風ネットの設置、
バリア井戸の設置
モニタリング 土護、地下水質、大気等の観測
(科学技術動向研究センターにて作成)
恒久対策について、これまでに相当数の実施事例
がある処理技術としては、
1)重金属等に対しては最終処分場へ運搬しての
埋立処分、現地におけるセメント等による固化・難溶化
処理の採用が多い。
2)揮発性有機化合物に対しては、土壌ガス吸引法
や地下水揚水法により汚染物質を活性炭へ吸着させ、
この活性炭を溶融炉等で最終処理する場合が多い。
近年最終処分場の確保が一層困難な状況となっ
ており、低コストかっオンサイト処理(汚染現場
での土壌処理)が実施可能な処理技術へのニーズ
が高まっている。
4.4新しい土壌汚染処理技術の開発動向
図表5は、現在実用化段階にある土壌汚染の恒久
対策について、採用実績の少ない技術も含めて示し
たものである。現状では、いずれの技術もコストや省力
化の面でさらなる改善を必要とする。特に研究開発が
活発に行われている技術としては、汚染現場で処理
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する技術、短期間で処理する技術、汚染土壌を単に
封じ込めるのではなく再生利用する技術、生物の分解
能を利用する技術、が挙げられる。
質と短時間で反応して分解するため、回収のための溶
剤注入が不要である。
(2)透過反応壁法
以下、図表5に示した対策技術から、最近の特に注
目されている技術を示す。
汚染地下水の下流域(敷地境界等)に汚染物質の
浄化能力を有する鉄粉を含む透過壁を設置すること
で汚染地下水を浄化する方法である。揮発性有機塩
素化合物によって汚染された地下水は、透過壁を通
過するとき、透過壁中の鉄粉と還元反応を起こし、エ
チレンやエタンにまで分解され無害化する。透過壁設
置後は、維持のための動力が不要なため、維持管理
業務や費用は代表的な浄化方法である地下水揚水
法と比べて大幅に低減可能となると見込まれている。
4.4.1 物理・化学的処理
(1)原位置酸化分解法
汚染された地下水系に酸化剤(過マンガン酸カリウ
ム等)を直接注入することによって、揮発性有機化合
物を分解して無害化する方法である。原位置における
化学反応を利用したものであるため、 地下水揚水法や
土壌ガス吸引法などと比べ、低コストかっ短期間で浄
化処理を完了できる。また、注入した酸化剤は汚染物
手 技術 技術名称
法 分類
電気泳動法
土壌ガス吸引
物理・
地下水揚水法
原 化学的 原位置酸化分解法
位 処理 透過反応壁法
置 高圧噴射視枠置換
処 固化法
理 封じ込め
熱的 熱脱着・揮発
処理 ガラス固化
生物的 バイオレメディヱー
処理 ション
土壌分級・洗浄
物理・ 化学処浬
化学的 固化・難溶化
掘
処理 封じ込め
商IJ 紫外線照射
処 熱的
熱分解(焼却)
理 処理 溶融固化
生物的
スラリー処理
処理
その他 埋立処分
図表 5土壌・地下水汚染の恒久対策技術
対象物質
V 重。金
C 属。
@ 。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。。
。
。。
。採用事例の多い処理技術
概要等
重金属類を地中に装入した電極により除去。
空気等を地中に圧入して汚染物質を活性炭等に吸着処理。
揚水した地下水から汚染物質を活性炭等に吸着処理。
地下水系に酸化剤を直接注入し、VOCを分解して無害化する技術
汚染地下水の下流減に鉄粉を含む透過壁を設置して浄化する技術
地中にセメントを高圧注入し汚染土壌をコンクリート硬化体で置換
鋼矢板と不透水層(粘土層)等により封じ込め。
汚染物質を熱分離して活性炭等で吸着処理。
電気熱源で高温溶融。排ガス処理要。
注入した微生物の分解能を利用しトリクロロエチレン等を無害化分解
(非遺伝子組み替え体によるもの)
土壌の粒度により分級し対象物質を洗浄液中に溶解。
酸化・還π・触媒反応等で対象物質を分解、活性炭等に吸着処理。
セメント固化、難溶剤等で難溶化。
不透水シート、連続地中壁、鋼矢板等で封じ込め。
紫外線でPCBを脱塩素化。
焼却炉等で汚染土壌を加熱し、揮発性金属を除去。
溶融炉で汚染土壌を加熱し、揮発性物質を排ガス処理し、重金属等をスフ
夕、中に固形化。
土壌に水を加えスフリー状にし、酸化分解した後、微生物(非遺伝子組み替え
体によるもの)により PCB等を完全分解。
最終処分場に埋立処分
(注)VOC...揮発性有機化合物、PCB・・・ポリ塩化ビフェニル
(科学技術動向研究センターにて作成)
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4.4.2生物的処理
(1)バイオレメディエーション
微生物の物質分解能力を利用した土壌及び地下
水汚染の修復技術であり、微生物の活用方法により、
1)汚染現場に生息する微生物に窒素等の栄養塩
や空気を与えて現場にいる微生物を増殖させ、浄化
活性を高める方法(バイオスティミュレーション)
2)汚染現場に培養した微生物を導入して、汚染浄
化する方法(バイオオー グ、メンテー ション)
の2つに分類される。国際的な関心も高く、最近では、
2000年 7月に京都で第 5回国際環境バイオテクノロ
ジーシンポジウム、2001年 6月にはサンデ、イエゴ、で、第
8回バイオレメデ、イエー ション国際、ンンポジワム等が開
催されている。環境修復が必要な地下土壌や地下水
は一般に嫌気条件であるため、嫌気性微生物の活用
研究も実施されている。テトラクロロエチレン、高塩素
化 PCBのような難分解性物質でも、嫌気条件下で脱
ハロゲン化反応によって分解することので、きる微生物
が見出されている。
また、 1995年より2000年まで行われた「土壌汚染等
修復技術開発jプロジェクト(NEDO:新エネノレギー ・
産業技術総合開発機構により実施)においては、バイ
オレメディエーションの有効性の確認や環境への影響
調査などの実証試験が実施された。 2001年から
NEDOは、重油等による油汚染土壌を微生物により
浄化する技術開発を開始している。
(2)ファイトレメデ、イエー ション
ファイトレメデ、イエーションとは、環境汚染物質を蓄
積・分解する植物の能力を利用した汚染修復・浄化技
術である。低濃度・広範囲の汚染浄化に適応可能品、
う特長に加え、適用範囲が有機化合物から放射性物
質に至るまで非常に幅広いことが確認されている。
技術開発では米国が先行しており、効率的に枇素
を吸収するシダの一種 2)の発見や、遺伝子組み換え
操作により植物の重金属に対する耐性や蓄積量を向
上させる技術 3)が報告されている。また、ファイトレメ
デ、イエーションを扱うベンチャー企業も現れているが、
実用化事例は少ない。
(3)生物的処理のコスト
汚染事例の様態(汚染の規模と濃度、対象物質等)
が様々であるため、ファイトレメディエーションと物理・
化学的手法等の従来技術とを定量的に比較し議論す
ることは困難である。このため、処理コストなど、の限られ
た項目について比較した。この結果を図表6に示す。
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ファイトレメデ、イエー ションの処理コストについて、海
外の試算報告事例を見る。D.j.Glass氏が行った、汚
染された土壌1トン当たりの処理費用の試算によれば、
ファイトレメテ、イエー ションの処理コストが 25"'100ドル
であるのに対し、化学処理や焼却処理は 100"'500ド
ルで、あり、処理コストは概ね 5倍程度もの額としている
4)。また、 F.Chris氏が行った、ファイトレメデ、イエー ショ
ンとバイオレメディエーションの比較事例を見ると、殺
虫剤により汚染された土壌の 1立方ヤード当たりの処
理コストは、ファイトレメディエーションの場合80ドル程
度、バイオレメディエーションの場合は8.4"'197ド、ルと
している 5)。
ただし、これらコストについて詳細な比較を行うには、
土壌の浄化に必要な期間中に土地に対して掛かる諸
経費等の費用を検討する必要がある。
図表6土壌汚染処理技術の性能比較
比較項目
処理対象物
質
コスト
(初期
コスト)
外部エネル
ギーの必要
性
即効性
(短期浄化)
土壌の温
度・湿度等
が与える処
理能力への
影響
広範囲に低
濃度で汚染
された地域
への適用
0:優、A 普通、 x劣
77イトレメデ ハ.イオレメデ 化学的 熱的処理ィエーション イ工ーション 処理
重金属類 voc 重金属類 重金属類voc voc voc 
ム-x 6.-x 。 。技術毎で 技術毎で
異なる 異なる
。 A X × 
× ム 。 。
× × 。 。
。 。 x x 
(注)VOC...揮発性有機化合物
(科学技術動向研究センターにて作成)
4.5おわりに
本稿では、大気や水質の汚染に比べて技術的に難
しい点が多く、法制化も遅れていた土壌汚染について、
海外の土壌汚染規制の現状、土壌汚染対策技術の
現状と開発動向等について概観した。
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国内の土壌環境汚染対策技術の現状を見ると、最
終処分場の不足といった課題があり、汚染土壌をオン
サイトかっ低コストで処理するための技術開発に注力
することが重要であると考えられる。
また、法規制の導入を契機に土壌汚染の浄化を要
するケースが増大することが考えられ、より安価なコス
トで短期間に処理できることが一層重要となってくる。
さらに、広範囲にわたり微量に存在する有害な内
分泌撹乱化学物質(いわゆる環境ホルモン)によって
引き起こされている環境汚染対策も求められている。
環境ホルモンに代表される広範囲にわたる汚染の処
理は、物理・化学的処理など従来技術では対応が困
難な分野である。
このように考えると、4章で取り上げた生物的処理技
術の確立に向けた研究の推進が望まれる。また、重金
属等の土壌汚染処理に対処する上では、バイオレメ
ディエーションとファイトレメディエーションの組み合わ
せのような技術開発も必要であろう。
以上のような課題は、近隣のアジア諸国も直面して
いるテーマである。上述のバイオレメディエーションを
含めた土壌環境汚染対策技術開発について、我が国
としても国際貢献の視点から、政策的に位置付けて推
進すべきであろう。
用語説明
①調査事例の肉、土壌環境基準に適合しない事が判明した
事例。ダイオキシン類に係る土壌環境基準、農用地土壊
汚染防止法に基づく農用地土犠汚染事例は、本対象か
ら除外されている。
②カドミウム、全シアン、有機燐、鉛、六価クロム、枇素、水
銀、アルキル水銀、PCB、チウラム、シマジン、チオベンカ
ルブ及びセレン、フッ素、ホウ素の 15項目。
③ジクロロメタン、四塩化炭素、 1，2・ジクロロエタン、 1，1ージク
ロロエチレン、シス・1，2・ジクロロエチレン、 1，1，1・Lトリクロ
ロエタン、1，1，2-トリクロロエタン、トリクロロエチレン、テト
ラクロロエチレン、ベンゼン及び 1，3ー ジクロロプロペンの
11項目。
④技術予測調査とは、多数の専門家に対し同一質問票に
よるアンケート調査を繰り返し、回答者の意見を収数させ
る、ヂルファイ法を用いて、今後 30年間にわたる技術発
展の長期的展望を把握する調査。約 4000名の産学官の
専門家を対象にし、2000年に2回のアンケー トを実施して、
2001年7月に調査結果を公表。
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5.特集:フランスの科学技術・イノベーション政策
動向 一産学官ナノテクノロジー・イノベーションセンタープロジ
ェクト MINATECー
5.1 緒言
近年、米、日に限らず欧州で、もナノテクノロジーの研
究・開発が活発化しつつある。中でもフランスは 1998
年7月の科学技術関係閣僚委員会(ジョスパン首相議
長)による科学技術の基本方針の決定、 10月の産学
官の代表者からなる「国家科学審議会」設置後、研究
分野、予算の重点化、公的研究機関の大規模な改革
を行い急速な展開を見せている。
1999年6月には政府としての重点分野が、
① ライフサイエンス
② ICT(情報・通信技術)
③人文社会科学
④エネルギー・交通
⑤地球・環境科学、宇宙
のように決定されたが、:コt!z_J!_!_'0_:?ーで按'_恒はー上位.1.;
ある三:て(z:tjさ~~，，_JÇI_(情報:通信技ー術)ーり基ー盤技
術として重要度が高し叱判断されている。
また、同時に「イノベーションと研究に関する法律J
が国会で成立し公的研究機関の研究者の企業活動
への規制緩和や、大学との連携強化等を盛り込んだ
CNRS (国立科学研究センター)改革、予算面での
FNS(国家科学基金)創設、 FRT(技術研究基金)改善、
重点分野についての調整を行う委員会の設置がなさ
れている。
そのような大きな科学技術政策、イノベーション政策
の改革の流れともリンクしたプロジェクトが、産学官マイ
クロ・ナノテクノロジー・イノベーションポーノレ(センタ
:-:-:)_2'_~立主主上MJ.Nl\I~Ç史QJ~ _çn閉山手lt_i_Q!，!_~_I}_M_i~f~
~L~一切Qtt;~IwQ!9_g_i_~~)で、ある。
ç.N_~$J仏国ー立性完全研究主;.-:_:t_~三]、 CEA-L]里IL(仏
原壬力庄電f:_._j晴一報誌術研完j閉じ INPG 一(一空!~!三7"
/v王丹;t_~L坦方歌麿機関支、あ'_~ _A~P.H1芳、ーで?止J県ー
投資一促進閉)_n~_守' i心となり、マイクロテクノロジーからナ
ノテクノロジーまで広範な領域の研究開発を行う産学
総括/情報通信ユニット 小笠原敦
官国際研究拠点を構築するプロジェクトで、ある。
期間は2001年"'-'2005年の5年間で 150MEuro(イ
ノベーションセンター建設予算で、あって、研究費総額
ではないことに注意)をかけ、仏東南部のグ、ノレノーブF
ルにあるグ、ルノーブル国立リサーチパーク(総面積 8
万ri)内にある合計6万ぱの用地に7施設を建設する
ことになっている。
このプロジェクトでは産学官の連携により、カーボン
ナノチューブデ、パイス、単電子デ、パイス等の最先端ナ
ノテクノロ、ジー 技術から、 MEMS、バイオチップや半導
体、光技術等のマイクロテクノロジー技術に至る広い
範囲で、基礎研究から応用研究、起業化までを一貫し
て行う InsideStrategyを特徴としている。
98一年J以後Jり.産笠宮連携強化策〉国立研究機関り
改革λ 原ー壬力ー 関連E:;.集更し;τどた物一理忍研ー 究者ー 7研
究テーマの戦略的なシフト、地域政策的視点等、フラ
どヨーの一新主主一科:学ー t五節政策〉ゴよ^ ，プー を/3/政策Jり縮
図とし:ξt_l注旦土了~~_::t守;三一号/!_上である。
5.2背景~グルノーブルの特色
グルノー ブれル地区には欧州および仏の国立研究機
関が集積し、現在でも理工系大学の研究センターと企
業間での共同フ。ロジェクトが盛んで、ある。
産学官合わせて 220の研究所に 17，000人の研究
者が従事している(内訳は民間に 4，000人、公的機関
に 13，000人である。また応用研究と基礎研究の従事
者数の分類では応用研究が 7，000人、基礎研究が
10，000人となる)
さらに公的研究機関の詳細な内訳を見ると、 ESRF
(欧州シンクロトン放射光施設)や EMBL(欧州分子生
物学研究所)等の国際研究機関が約 1，150人、 CEA
(仏原子力庁)、 CNRS(国立科学研究センター)等の
仏国国立研究所に 8，350人、大学設置の研究機関に
3，500人となる。
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図表 1 ゲルノーブルの公的研究機関の人員
International Centers National Centers University research 
ESRF 500 CEA 3，000 UJF 2，300 
ILL 400 CNRS 1，400 INPG 1，230 
GHFML 100 INSERM 2，970 
EMBL 55 F.T. R&D 350 
IRAM 90 CRSSA 300 
INRIA 330 
Total 1，145 8，350 3，530 
出典 PoleUniversity -data for 2000 
*略称詳細
International Centers National Center 
ESRF 欧州シンクロトロン放射光施設 CEA 仏原子力庁
ILL ラウエ・ランジェバン研究所 CNRS 国立科学研究センター
GHFML グルノーブル高磁場研究所 INSERM 国立保健医学研究所
EMBL 欧州分子生物学研究所 F.T. R&D フランステレコム研究開発センタ-
IRAM ミリメトリック電波天文学研究所 CRSSA 陸軍保健サービス研究センター
INRIA 国立・情報オートメーション研究所
University Research 
UJF ジョセフ・フー リエ大学
INPG グルノーブル国立工科大学
図表2 グルノーブルの民間企業の研究人員
Enterprises Jobs Nationality Activity 
ST Microelectronics 1，000 France， Italy Semiconductor 
Schneider Electric 450 France Electric Equipment 
Hewlett-Packard 400 USA IT 
Lafarge 350 France Cement 
Pechiney 300 France Aluminum 
Bull 230 France IT 
Sun Microsystems 200 USA IT 
Air Liquid 150 France Chemicals 
Xerox Research Center Europe 120 USA IT . . . . 
...4，000 
(AEPI作成資料をもとに科学技術政策研究所作成 100人以上の研究所のみ記載)
また、学生については MINATECの核のーっとなる
INPG(グルノーブ?ル工科大学)の他、理学と医学を中
心としたジョセフ・フーリエ大学等の4つの大学、
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および、ヒ、、ジネススクール等のグランゼコール、教員養
成大学を含めて 52，000人に上る学生がいる。
5.3 地域科学技術政策としての視点
フランスの地方公共団体の構成は、 22のregion(地
域圏)と regionをさらに細分化した 96の departement
(県)からなる。グソレノー ブ、ノレはロー ヌ・アルフ。地域圏、
イゼー ノレ県となる。人口は
図表3人口
France 
Rhone-Alpes 
Isere 
6，042万人
568万人
110万人
出典:AEPI資料
で、ローヌ・アルプ地域圏は面積(43，700km)で、はスイス、
ベルギー、オランダ等に匹敵し、人口で、はデンマーク
やアイルランドに相当する広さを持っている。
そのローヌ・アルプ地域圏でも研究機関の集中する
イゼール県はイノベーションにおいて非常に高い成長
率を誇っている。下表は InternationalPatentsの取得
数である。
図表 4International Patents取得数
Patents Fields 1998 1999 Growth 
rate 
France 13，251 13，592 2.6% 
Rhone-Alpes 1，512 1，536 1.6% 
Isere 235 314 33.6% 
出典:AEPI資料
1998年から 1999年にかけてイゼール県の
International Patentsは大幅に増加しているが、これ
は緒言でも述べた公的研究機関ι属オーる班賓金務員
E:;よ9起業L去を業.等虫規制緩却θ効果が出ているとも
言える。
公的研究機関が集積するグ、ルノーブルならではの
効果とも言えるが、地方経済のドライビングフォースと
して産学官を上手にコンパインすることは重要なポイ
ントとなっている。
5.4産学官連携を加速するシステム
もともと国策で学官の研究機関が集積するグルノー
ブル地区であるが、単に施設が集中するだけでは産
学官連携は推進されない。持ιz雪どZは}::，企業θ多-
5だー国賞s:;t.~>_Jlt来り， ï主化的素地支は起業t;~_~_\-:(
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り意識も一低弘法国型旦環境に民士気一\;変~þ.る三とが
ê'きなどと:_~_:~側面がある。背景は大きく異なるが環境
的には日本に近しものがある。
そのような状況を踏まえて産学官連携による研究開
発推進をするためには、産予宜連携だ(且発的lH;起
きるよ;~!，i;X動機;仕!}:j_ _(~T_~:ごーをイ雪ど)ーをプロジェクト
のシステムの中に組み込まれていることが重要だとし
ている。例えば企業に大学や国の研究機関と提携す
る必然性を感じさせるようなシステム作り、学生に起業
を志すことの必然性を感じさせるようなシステム作り、
Investorが安心して投資ができ投資回収も早期から行
えるようなシステムイ乍りである。
これを個別の視点からに具体的に見てゆくと、
OInvestor 
MINATECには将来的なナノテクノロジーの研究だ
けでなく、現在すでに商業化が進んでいるマイクロテ
クノロジーの研究テーマも配置している。これにより、
投資家は短期的なテーマから長期的なテーマまで、リス
クを分散することができる。
またマイクロからナノへの事業移行等を確度高く把
握して投資することや、マイクロテクノロジーの分野で、
早期に投資を回収で、きるメリットがある。
0企業
同様に将来的なナノテクノロジーの研究だけでなく、
現在のマイクロテクノロジーから研究テーマを配置する
ことにより、例えば半導体デ、パイスの微細化のように当
初は高度な物理的パックグPラウンドを必要としなくても、
世代交代で徐々にナノサイエンスの高度な物理学的
パックグ、ラウンドを必要な領域入って行くものもある。マ
イクロの段階から国の研究機関と共同研究を行うこと
によりナノ移行をスムーズに行うことが可能になる。(ナ
ノレベルへの移行はリニアな移行で、はなく、技術的ブ
レークスルーを伴う非線形な過程であるため)
また、大学に対しては集積している優秀な理工系の
大学生、大学院生を人材源として確保できるというメリ
ットがある。
0大学
大学から見た場合、企業が集積していることは研究
パートナーを探すことが容易になるメリットがある。これ
は欧州のファンドが、応用研究については企業ノミート
ナーが付くことが条件になるものがあり、必然性が高い
からである。探索的研究については必ずしもパートナ
ーを必要としなしものもあるが、その場合には期間が1
年間である等制約を受ける場合が多い。
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そして現在大学にとって最も重要であると考えられ
ている項目は、起業するプロセスを学生に間近で、見せ
ることである。先にも述べたように之雪どx立は去国と異
な児、恩賞企業主~_':ÞA~、立?ーた主K12J主主;も_~_?_-:c_:ど_T_
士三J起一業恒三_1~1:が宣--::>玄 v\るーとーは必ず~t_言之ーな­
v¥黄金だめ五。全Jι主太主企業主三らろとhど土一空一七、あ9_
~_~J主国立研究所良~þりÀ)空三上Zz~~てた^ぷ乏七ごー
企業主閉近y;'昆五主ー昆主五三とy;'主--::>玄育ー)~~丈るーとv\ーうー
側面がある。それにより自発的な起業が促されるので
ある。
以上のような産学官連携をモチベートするシステム
作りとともに、新たに建設する建物についても配慮が
なされている。
現在国立研究所、大学、および企業の集積するリサ
ーチノミークは異なった地域にあり、それぞれ独立した
建物となっているが、その聞はトラム(路面電車)で結
ばれ 10分程度で、相互に移動することが可能になって
いる。しかし産学官連携を行うには 10分程度の距離
でさえも「それでも距離感がある」という認識を持って
おり、さらに建物そのものをーカ所に移転して結合す
るという徹底したシステム構築がなされている。
下記構成図を見てわかるように、MINATECのセン
ターを取り囲むように国立研究機関り開究棟、大学の
エラ三割L_企業_(J)_l¥2研究掠を配置しλうとれーら主金支結
合ー~玄白血Kt工主来三:きるよ2ι\-:_"I.ど 2gー:乏し_-:ç_~_::?
.立も産会手宜主、集ま--::>-仁三~_T_j_~1>J:_士三士二がヱ:きーる
ように工夫されているのである。
そしてこのような研究機関を街の中心部に隣接して
配置することにより、研究機関、大学問の行き来だけ
でなく生活基盤にも密着させて、研究者が非常に快適
に暮らせる環境を構築していることも特徴である。
日本では新たに施設を建設しようとすると、通常市
街から離れた場所を開発して設置する例が多いが、
MINATECでは従来の古いCEAの施設を取り壊し、そ
の跡地に建設するとしち手法をとっている。
優秀な研究者の招致、そして定着のためには研究
者自身の利便性とともに研究者の家族にも快適な環
境と実感できるととが重要であるとしている。
また、グルノーブル駅からフランス第二の都市リヨン
まで1時間足らず、パリまで、で、もTGVを使えば3時間、
空港は国際空港であるリヨン空港もジュネーブ空港(ス
イス)も車で 1時間程度と、アクセスの点でも魅力的な
都市となっている。
:そりーよ?J;.研究者~~企業>J!!Y_E_)~t9_r:主惹主性ーはも云!で三
:丈必然的_G:た;フー~然J;.産警官連携ーででよ導_<;Y~z~ぅ
梼築I_;_?~:_-:ç.ーは空~.r-:::主点坦あると思われる。
産学官連携をすること自体が最終目的ではなく、あ
図表5MINATEC建築物構成図
Areaofl五位1echforlnd田町 Building ofPower and Enviromant 
Building of Aぬ居間dThvias
Building of S立町t句蜘 Eあ盟ofJ.¥1il'.叩'E(ゴ
(CEA-LETIの資料をもとに作成)
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くまでも研究開発を促進するために必然的に導かれる
手法のーっとしづ位置づけで運営することが重要なの
である。
5.5外国人研究者の役割
77ーピ'_7.:立法政四年三1999空l;JtT札た現舎三弦術
政策0) 'τ-連Jりー改革 (ーー重点{ι、一国立研~機関り改革Jお
よ~ÞJf究員1三閉士長規制緩手'Ç!，.産空宜連一揖?章一{じ)と主
も tÇ，，_~国hポネ~r:}~り支:Î':-註酉り拡五警L任国LA研.
費者ーの招致ι":)It ¥-ξ弘積極的t動ーさを見せている。
この MINATECにおいても外国人研究者、外国人
留学生の役割は非常に大きくなっている。現在グ、ノレノ
ーブ、ル地区には約 6，000人の外国人研究者、留学生
がいるが、研究を推進するうえで、大きな原動力となっ
ている。
技術流出についての懸念もあるが、流出の損失より
も得られるメリットのほうが造かに大きいと考えている。
それは異玄{じり班寛煮だ7:-:9_ζ主ιょロ研ー究り多.面住
芳活f主化主計î_Rむ9凸_~1主主ーとλー実耳目的ーな面支はf?!J_
之l工法国警L研ー究開発だけ主立三ヒ三主主主進国C三
主主?三;ζ上主法交起業v虫三三空警様生tl:t責韓Aj警ら主1，
9_ζ主り意ー義だ7.;_きIt¥カ冶らである。
そして外国人研究者を定着させるための様々な施
策も行われている。グルノーブ、ルの国鉄駅前に 6カ国
語のランゲージスクールが設置され、事前にフランス
語を学んで、いなくても来てから学べるようになっている。
研究者の家族にも同様で、初等教育で 4カ国語、中
等教育で6カ国語での教育を無料で受けることができ
るようになっている。
5.6外国企業の誘致
図表 2では民間企業の研究所を載せたが、研究所
の上位10社に米国企業が 3社入っている。 Hewlet
Packard、SunMicrosystems、Xeroxとしち米国でもトッ
ブランクの企業の研究所が設置されている。
米国企業弘既J玉三り~1.~!}:，とーご_::(!}:_，りー研究~!三Z主
活用l-，主1，と積極的ι展開しており、フランス、欧州だけ
ではないインターナショナノレな展開を見せてきている。
これはまたフランス政府が研究開発における自国へ
~_EI?J_(f_q!'_~[g旦DlmpE-JnyeE如何t:海;処方三らり亘接投
資i主重視v亡It\;ると_~_:?ζとり現れでもあり、外国人研
究者の積極的招致とともに海外リソースの重要性の認
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識を示唆したものである。
図表6外国企業進出数
USA 68 
2 Germany 25 
3 Italy 21 
4 UK 14 
5 Switzerland 9 
6 Sweden 6 
7 Canada 5 
7 Japan 5 
7 Finland 5 
10 Netherlands 4 
10 8elgium 4 
12 Denmark 3 
13 Spain 2 
13 Ireland 2 
15 No附 ay
15 Austria 
15 Israel 
15 Turkey 
15 Australia 
出典:AEPI資料
5.7海外研究機関との提携
外国人研究者の招致、外国企業の誘致と、海外の
研究リソースを積極的に取り入れる展開を見せている
が、海外研究機関との直接的なアライアンスもいくつ
か成立している。
特に"^'-.J竺芳三VJMf(_，__*国-5EMATE-Cーとり提携ι
スイスの CSEM(Swiss Center for Electronics and 
切jcx()_1: ~_çhl!.<?J~gy)，とり望奨だ注目ーされるo
IM~Ç_，_~fM6JJ~Ç__とり提携支出次世J\V杢導体長
衛，__T:(_~_1~技術主検討さ札益Q_Z!~!~τ7'!~E:-j主子
署f本一り一微細ñQ_工技一衛り鍵を握_~!!;!Z'27i_~技館主、
日本のニコン、キヤノンとともにトップの座にいるASML
{オヨ之空1り研究所もありλー~q;1_主とtK最ま指Jりー研
究が行われることは間違いない。今後継続的なウォッ
チングが必要である。
また、 CSEち~j;?~_:丈は現，tf.~t噴:l;注Eーを:浴!l~ご'It¥ 
るMEMS技術、マイクロマシン技術で、トッフ。レベルにあ
り(NASAの火星探査衛星搭載用マイクロマシンの作製
委託も受けている)、やはり目を離せない存在である。
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5.8 CNRSの研究
前節までに MINATCプロ、ジェクトの概要、グルノー
ブ、ルの研究基盤について述べてきたが、本節では
MINATECの中心的プレーヤーとなるCNRSの研究に
ついて紹介する。
CNRSはもう一つの核となっている国立研究機関、
CEA-LETIとともにMINATECを運営するが、研究内容
については若干異なる。 CEA-LETIが電子デバイス等
の比較的応用領域の研究が多いのに対して、 CNRSは
士三すよそ竺どろ~o)Z1tf'三7.:'11;占領域主担当する。
研究テーマとしては、
カー ボンナノチュー ブ、
単電子トランジスタ
ナノマグネティクス
ナノオプティクス
ナノマニピュレーション
マイクロロボティクス
マイクロフノレー ディクス
等が挙げられているが、現在はカーボンナノチューブ
に関する研究に最も着目しているとのことで、あった。カ
ーボンナノチューブの自己組織化によるインターコネ
クション等、非常に基礎物性に近い研究も行われてい
る。また、ナノ計測の分野でも隣接した放射光施設を
活用する等、最先端の研究が行われている。
5.9 CEA-LETIの研究
CEA一LETIの研究は
シリコンデバイス技術
光デバイス技術
IT技術
MEMS技術
バイオ技術(DNAチップ技術~ナノバイ
オデ、パイス技術)
量子デバイス技術
カーボンナノチューブデバイス
等、先にも述べたように応周研ー究D三三オーだ多ど。 例
えば同じカーボンナノチューブ技術で、もデバイス化を
指向している。 FED(フィー ノレドエミァンョンディスプレー
のエミッタ一等はもう既にデ、モが行われている。
また、 IC工ー技術とり~~$:食領域E:;~9.土!=t土ど0:/三
技術だけ乏なふー 三三てfオ三土ど0:/三Jと(J)酔全領域;;_-'2_
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いても盛んで、 DNAチップからナノバイオに至る広い
範囲セ句研究が丘む札玄ー どる。
5.10結言
以上フランスの MINATECフ。ロジェクトを紹介してき
たが、このプロジェクトに接して最も感じるのは、 税当き
技衛政策》:fJ-??Jt7-乞男Jど政策改革だらりー三貫f生とL
非賞ι論理的ふ動的;;設計ーされ立:/0三::'!J運嘗ー 子
法である。
研究水準そのものはフランスよりもむしろ日本のほう
が高いものが多い。彼らが注目しているカーボンナノ
チューブの領域の研究では日本人研究者、研究機関、
企業の参加を熱望しているのである。
しかし、日本と同様遅れていた研究開発推進のため
の産学官連携の具現化、ハイテクベンチャーのスター
トアッフ。については急速な展開を見せて差を付けつつ
ある。
これは研究開発の推進においては研究水準の問題
だけではなく、研究マネジメント、プロジェクトマネジメ
ントの要素が大きな部分を占めているからである。
国立研究所研究員の兼業、起業に関する規制緩和、
外国人研究者の活用、さらには FDIや海外研究機関
とのアライアンス、パートナーシップ、民間企業への研
究開発における税制上のインセンティブ付与等、ベー
スとなる施策を確実に実行しつつ、動機仕~1芳三ィ土三
三主精細ー1;検討三者塵;~~τ，動的ーなを~~=t主主L'玄挿.築
されていることの意義が大きいのである。
産学官連携においては、連携を行うこと自体が目的
なのではなく、研究開発を促進するための手法のーっ
として、そのような動的なシステムから必然的に導かれ
るということが重要なのである。
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科学技術動向研究センターのご紹介
科学技術動向研究センターとは
平成 13年1月より内閣府総合科学技術会議が設
置され、従来以上に戦略性を重視する政策立案が
検討されています。科学技術政策研究所では、戦略
策定に不可欠な重要科学技術分野の動向に関する
調査・分析機能を充実・強化するため 1月より新たに
「科学技術動向研究センター」を設立いたしました。
本センターでは、第2期「科学技術基本計画jに示
されたライフサイエンス、情報通信等の重点分野の
最新動向に係る情報の収集や今後の方向性につい
ての調査・研究に、下図に示すような体制で取り組ん
でいます。
センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技
術会議、文部科学省へ政策立案に資する資料として
提供いたします。
センターの具体的な活動は以下の3つです。
(1 ) r科学技術専門家ネットワーク」による科学技術
動向分析
わが国の産学官の研究者を「専門調査員」に委嘱
して(2002年 1月現在約 2800人)、インター ネットを
利用して科学技術動向に関する幅広い情報を収集・
分析する体制「科学技術専門家ネットワークjをより運
営しています。このネットワークを通じ、専門調査員よ
り国内外の学術会合、学術雑誌などで発表される研
究成果、注目すべき動向や今後の科学技術の方向
性等に関する意見等を広く収集いたします。
これらの情報に、センターが独自に行う調査・研究
の結果を加え、毎月 1回、「科学技術動向Jとしてまと
め、総合科学技術会議、文部科学省を始めとした科
学技術関係機関等に配布いたします。なお、 この資
料はhttp://www.nistep.go必において公開します。
(2)重要科学技術分野・領域の動向の調査研究
今後、固として取り組むべき重点事項、具体的な
研究開発課題等を明確にすることを目的とし、重要
な科学技術分野・領域に関するキーテクノロジー等
を調査・分析します。
さらに、重要な科学技術分野・領域ごとの科学技
術水準を欧米先進国と比較し、わが国の科学技術が
どのような位置にあるのかについての調査・分析も行
います。
(3)技術予測に関する調査研究
当研究所では、科学技術の長期的将来動向を総
合的に把握するため、デ、ルファイ法による技術予測
調査をほぼ5年ごとに実施しています。これは、今後
30年間の重要技術を抽出して、重要技術の重要性
評価や実現予測時期を分析するものであり、センタ
ーは、多くの専門家の協力により本調査を引き続き
実施いたします。
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